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　青少年を取り巻く社会状況が大きく変貌するなか、青少年の意識や行動もさまざまな
面で変化しています。
　こうしたなかで、依然として沈静化しないいじめ問題、ますます増える不登校、性非
行、薬物乱用など、さまざまな青少年問題が広がっています。
　また、近年、顕在化しているひきこもりなど、新たな課題に対する対応も求められて
います。
　そこで、青少年主体、市町村及び民間との連携、家庭・地域・学校の連携のもとで、
青少年施策の総合的な推進を図っていきます。

１　基本方針
　県では、２１世紀の神奈川を担う青少年が、新しい時代を切り拓いていく“生きぬく力”
と、他者を思いやる“共感する心”を育むことができるように、次の施策体系のもと、
３つの基本的施策を推進する５つのプロジェクトを進めています。
　また、平成１６年度末には、今後５年間を展望した施策の基本目標と、その実現に向け
具体的な取組みを進めるための施策の方向、推進体制などについて定める「かながわ青
少年育成指針（仮称）」の策定を予定しています。
２　青少年施策体系

 

（Ⅰ）青少年施策の基本方向
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�　青少年問題の解決に向けた連携体制
　　の整備
�　不登校・ひきこもり等への対応
�　青少年に関する相談体制の充実
�　青少年問題に関する調査研究の充実

�　みんなで取り組む環境づくりの推進

�　青少年の社会参加活動への支援
�　青少年指導者の養成
�　青少年活動の中核拠点の整備充実
�　青少年育成県民運動への支援

�　青少年の国際交流・協力活動等への支援

�　家庭や地域と学校との連携体制の構築

�　家庭への支援

１青少年問題の解決に向けた総合的な取組みの推進

青少年を取り巻く
社会環境の健全化の推進２

多様な社会参加
活動の促進３

国際性豊かな
人づくりの促進４

家庭、地域から
学校への参加を促進５



■青少年問題の解決に向けた連携体制
▼神奈川県青少年総合対策本部
　神奈川県青少年総合対策本部は、本県における青少年対策の総合的な企画・調整及び
推進と関係部局間の相互連携を目的として、昭和３９年３月に設置された庁内の横断的な
機構です。本部長に知事が、副本部長には県民部を所管する副知事があたり、知事部局
と教育庁及び警察本部で構成しており、その下で、庁内の関係室課が相互に連携し、事
業を推進しています。
　平成１５年度は、幹事会を８回開催し、青少年の特異事件の発生を踏まえての今後の対
応についてなどの議論を深めました。

○最近の青少年非行に向けた対応策
　平成１６年１月に都内の高校で発生した薬物密売事件を受け、神奈川県青少年総合対策
本部長名で「薬物乱用「ダメ。ゼッタイ。」緊急アピール」を発表しました。
　また、同年６月に長崎県で発生した重大事件を受け、緊急に青少年総合対策本部幹事
会を開催、県内の各市町村教育委員会、県立及び私立の小中高等学校に「人権尊重を基
盤とした児童・生徒指導の徹底について」通知するとともに、県のたより７月号により
「人を思いやる心、かけがえのない命の大切さ」について県民に訴えるなど青少年の犯
罪抑止に向けた対応を行いました。

○青少年の健全育成を進める県民大会の開催
　平成１６年７月１４日、藤沢市の湘南台文化センター・市民シアターにおいて、青少年を
取り巻くさまざまな課題や育成環境づくりについて、県民各層がともに考え、その解決
に向けてともに取り組むために、「青少年の健全育成を進める県民大会」を開催しました。
　高校生、教員、保護者、青少年関係者、県・市町村職員など約５００名が参加し、「伝え
あう心でひらく子どもの未来」をテーマにパネル討論会を実施しました。

○統一標語「考えよう　やっていいこと　悪いこと」
　青少年の非行防止と健全育成に、県民の皆さんと一緒に取り組むための県下統一標語
を平成１０年４月に募集し、決定した標語をチラシや懸垂幕等に活用しています。

○新聞掲載委託
　青少年問題に対する理解と関心を高め、みんなで取り組む環境づくりを進めるため、
神奈川新聞に「若いひろば」欄を年３回掲載しています。青少年総合対策本部として、
市町村や民間団体とも連携をとりながら、青少年問題の今日的課題を取り上げ、また青
少年に関するさまざまな情報提供を行っています。

▼神奈川県青少年問題協議会
　神奈川県青少年問題協議会は、条例により設置された知事の附属機関として関係行政
機関の職員、学識経験者などで構成され、①青少年育成の諸問題の調査・審議　②青少
年行政の施策の実施に関する関係行政機関への意見具申、提言　③総合的な施策の適切
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（Ⅱ）青少年施策
１　新たな青少年問題への対応
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な実施のため必要な関係行政機関相互の連絡調整　④青少年育成活動に活躍した人たち
の表彰を行っています。
　平成１４・１５年期は「青少年の居場所づくり」をテーマとして研究協議を進め、平成１５年
１２月に、『青少年のための新しい地域社会を目指して～不登校・ひきこもりへの取組みを
基に』という報告をまとめ、知事へ意見具申を行いました。
　なお、平成１６・１７年期は、「“働く”という視点から考える青少年の自立」について審議
を重ねています。
　また、県内３６の市町村に青少年問題協議会が、１市に同様の趣旨の青少年育成審議会
が設置されています。

▼神奈川県児童福祉審議会（社会環境部会）
　神奈川県児童福祉審議会は、児童福祉法の規定に基づき、児童、妊産婦及び知的障害
者の福祉に関する事項を調査審議するために設置されています。
　同審議会に置かれている５部会のうち、社会環境部会においては、青少年保護育成条
例の施行に関する事項を調査審議するとともに、芸能、出版物、がん具、遊戯等の推薦
及びこれらの製作者、興行者、販売者等に対し、必要な勧告をすることができるとされ
ています。社会環境部会は、主に有害図書類等の指定に関する審議をしてきましたが、
平成８年１１月の青少年保護育成条例改正により、一定基準を超えた図書類及びがん具類
の包括指定が行われているため、個別に指定する審議件数は大幅に減少しました。
　条例改正以降では、平成１０年３月に「バタフライナイフ（通称）」を有害がん具類に、
平成１１年１０月に「完全自殺マニュアル」を有害図書類に指定する答申をしました。
　また、平成１５年度は有害映画として９２本が指定されました。
　現在、社会環境部会では、会議の主眼を「児童福祉の観点から有害と思われる社会環
境への対応を図るための協議」に移し、テーマをしぼって議論しています。平成１５年度
は「未成年者の飲酒・喫煙防止に関する取り組みについて」及び「優良図書の推薦」等
を協議しました。
　平成１６年度は、「深夜営業の拡大及び有害情報の氾濫への対応について」を主な協議事
項とし、青少年を取り巻く社会環境の健全化に取り組んでいます。
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▼学校・警察連絡協議会
　児童・生徒の非行防止のため、学校と警察との連携を強化することを目的として、昭
和３１年に警察署単位の「学校・警察連絡協議会」を設立し、平成８年には県組織の「神
奈川県学校・警察連絡協議会」を設立しました。
　組織数は、５２警察署単位５１組織（横浜水上署を除く）で、事務局は会長をつとめてい
る学校及び警察署生活安全課に置いています。加入している学校の数は、平成１６年７月
現在で、県下公・私立の小学校、中学校、高校や養護学校、専門学校、各種学校等の１，８３０
校（延べ数）で、児童・生徒の非行防止活動対策の研究協議等の活動を行っています。
　「神奈川県学校・警察連絡協議会」は、警察署単位の学校・警察連絡協議会を統合した
もので、事務局を警察本部少年育成課及び会長をつとめている学校に置き、県下を７方
面に分けて、総会・役員会・方面会議等を広域的に展開しています。
　本年は、少年非行の要因の一つとして規範意識の低下が指摘されていることから、活
動方針の柱として「規範意識を醸成するための活動の推進」を掲げました。その取り組
みの一つとして、「善悪の判断等の規範意識」「命の大切さ」「他人を思いやる心」を育む
ための指導教材『規範意識醸成の学習（小・中学校教師用）』並びに子ども向けの『啓発
用チラシ（児童・生徒用）』を作成し、県下の小・中学校全体の教育現場に配布し、規範
意識の醸成に努めています。

■地域の連携による青少年育成
▼青少年育成地域活動
　地域における青少年育成は、住民の理解と協力を基盤に、組織的にすすめられていく
ことが強く望まれています。
　地域における青少年の健全育成のための組織づくりとして、青少年指導員、児童委員、
母親クラブ、ＰＴＡ役員、教員などが連携して地区健全育成組織を構成し、非行防止活動
や社会環境健全化活動を行っています。
　県では、このような自主的な実践活動を推進するため、市町村と協力して青少年の健
全育成のために活動している団体に対し、財政的支援を行っています。
　また、地区行政センターごとに、地域活動を推進している組織の会議を開催し、活動
の充実と強化などについて協議や情報交換を行っています。

▼青少年指導員活動
　青少年指導員は、地域の自治会組織、青少年関係団体、青少年指導者などと連携をと
りながら、地域ぐるみで行う青少年育成の具体的、実践的な取り組みの推進役として活
動しています。
○期待される具体的役割
　�　青少年の体験活動の促進
　�　青少年団体の育成と支援
　�　青少年に望ましい地域づくり
　�　青少年に関する相談と対応
　�　青少年に関する調査と情報提供
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○委嘱の方法
　市町村（教育委員会）から委嘱された者を、県が併せて委嘱しています。任期は２年
です。第１９期（平成１６・１７年度）の青少年指導員は５，８４７人です。（表Ⅱ－１－１参照）
○青少年指導員活動への支援
　県では、青少年指導員活動を促進するため、各市町村が行う活動促進事業に対し補助
金を交付するとともに、次のような活動への支援を行っています。
・神奈川県青少年指導員連絡協議会の開催
　市町村単位の青少年指導員組織相互の連絡協調を図りながら、関係機関及び団体と
の連携を密にし、地域における青少年指導員活動を推進するため、情報交換、研究協
議等を行っています。
・青少年指導員活動研究会の開催
　地区行政センターごとに開催し、体験交流、情報交換、研究協議などを行っていま
す。
・第３７回（平成１６年度）神奈川県青少年指導員大会の開催
　「協働」ともに歩もう…�－参画をめざして－」をテーマに、横浜市市民文化会館
（関内ホール）で活動事例発表や講演会などを行い、約８２０人の参加がありました。

表Ⅱ－１－１　第１９期青少年指導員数

（人）
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青少年指導員数市町村名青少年指導員数市町村名青少年指導員数市町村名

１４０小 田 原 市
西

湘

地

区

３３３平 塚 市

湘

南

地

区

２，８８５横 浜 市
政
令
市

２５箱 根 町２２４藤 沢 市５５９川 崎 市

１６真 鶴 町９０茅 ヶ 崎 市３，４４４小 計

３０湯 河 原 町８４秦 野 市３１０横 須 賀 市

横
須
賀
三
浦
地
区

２１１小 計１００伊 勢 原 市７５鎌 倉 市

１５城 山 町

津
久
井
地
区

２０寒 川 町２５� 子 市

２０津 久 井 町１８大 磯 町７０三 浦 市

１５相 模 湖 町２０二 宮 町２０葉 山 町

２０藤 野 町８８９小 計５００小 計

７０小 計４３南 足 柄 市

足

柄

上

地

区

１８３相 模 原 市

県　

央　

地　

区

５，８４７総　計２７中 井 町１１０厚 木 市

資料出所：青少年課

２５大 井 町１２０大 和 市

２０松 田 町６０海 老 名 市

１９山 北 町５０座 間 市

１５開 成 町２５綾 瀬 市

１４９小 計２５愛 川 町

１１清 川 村

５８４小 計



▼青少年育成者表彰
○青少年育成活動推進者表彰
　過去１年間に、生業のかたわら青少年の健全育成に熱意をもち、その業績が顕著な個
人に対して県青少年問題協議会長（知事）が感謝の意を表するものです。昭和４１年度か
ら毎年行っている表彰で、平成１５年度は１１０人が受賞しました。
○青少年育成功労者表彰
　多年にわたり青少年の育成に貢献し、その功績が特に顕著な個人または団体を知事が
表彰するものです。平成８年度から始まり、１５年度は２５人、２団体を表彰しました。

■薬物乱用防止対策
　青少年による覚せい剤や大麻の乱用による薬物事犯検挙者数は前年度より若干の減少
は見られますが、青少年層への浸透が著しく、予断を許さない状況にあります。
　県では、このような事態を深刻に受け止め、薬物乱用防止の効果的な啓発活動を実施
するほか、次のような取り組みを行っています。

○薬物乱用対策推進本部の取り組み
　薬物乱用対策推進本部は、平成１６年度神奈川県薬物乱用防止対策実施要綱を定め、①
一貫性のある薬物乱用防止教育プログラムを活用し、小学校段階での薬物乱用防止指導
の充実を図り、全中学・高校における薬物乱用防止教室の毎年開催に向けて努力すると
ともに、薬物乱用防止教室の質を高めるよう努力すること、②保健福祉事務所を中心と
して地域に密着した啓発活動を強化するとともに、精神保健福祉センターを中核とした
相談業務の充実を図ること、③インターネット等の通信手段を用いた薬物取引の摘発に
努めることなどについて関係各機関と連携して取り組んでいます。啓発活動については、
各種分野の民間団体、市町村、国及び県機関で構成する「薬物クリーンかながわ推進会議」
（１８６機関・団体）が中心となって、県全域及び職域で活動を展開するとともに、青少年
及び教育関係団体と連携して実施しています。
○地域密着型薬物乱用防止事業の推進
　薬物乱用防止対策は、家庭、地域、教育現場及び職域におけるきめ細かな啓発がきわ
めて重要であることから、保健福祉事務所の「薬物乱用防止推進地域連絡会」を中心と
して地域の学校や市町村等と連携して啓発活動を実施しています。
　具体的には、地域、自治会、薬物乱用防止指導員（３８支部・４７１名）及び麻薬等薬物相
談員（２４名）と連携した啓発活動、薬物乱用防止講演会、薬物乱用防止にかかわるイベ
ントなどを実施して薬物乱用を許さない環境づくりを家庭、地域及び学校等で広く進め
ています。

▼薬物乱用防止教室
　神奈川県では、県内の小・中・高校生、教員、ＰＴＡ及び地域の人々を対象に、薬物乱用
の恐ろしさなどについて麻薬取締員等が講演を行う薬物乱用防止教室を実施しています。
　また、昭和５５年度から�神奈川県薬剤師会の協力を得て、各学校に配置されている学
校薬剤師がビデオ、映画、パンフレットなどを用い、県内の小・中・高校生及びＰＴＡ関係
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者を対象に、乱用薬物の有害作用を中心に精神・身体への悪い影響を解説するとともに、
薬物乱用が家庭や社会に与える危険性を訴えています。

表Ⅱ－１－２　薬物乱用防止教室実施状況（平成１５年度）

資料出所：薬務課

■喫煙・飲酒・薬物乱用防止教育
○喫煙・飲酒・薬物乱用防止教育の推進
　県教育委員会では、教材の作成や研修会の開催等さまざまな取り組みを行うとともに、
家庭や地域とも連携を図りながら喫煙・飲酒・薬物乱用防止教育を推進しています。
　また、新規事業として生徒が自ら考え、正しい判断のもとに行動に移せる実践力を養
うため、中学生 ･高校生が中心となり企画・運営し、広く生徒・教職員や保護者に啓発
する、喫煙・飲酒・薬物乱用防止教育フォーラムを１０月に開催しました。
　主な事業は次のとおりです。
〔児童・生徒に対する啓発・指導の充実〕
　・教材の配布
　・フォーラムの開催
〔教員等に対する指導・研修の充実〕
　・研修会の開催
　・講演会の開催
〔家庭・地域との連携の強化〕
　・地区別推進運動の実施（県内１０地区でチラシ等を配布）
○児童・生徒の喫煙防止対策推進事業の取り組み
　未成年の喫煙状況は、平成１５年度県民健康・栄養調査結果では、１５～１９歳の男性は
２６．０％、女性は７．７％の人に喫煙経験がありました。このため「かながわ健康プラン２１」
は、次の目標を掲げています。
　・未成年者の喫煙をゼロにする
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学校薬剤師麻薬取締員等講師

生徒数校数等生徒数校数等区　分

３，９６０１２１５，５５８４２公 立

高等学校 １，５６３３２，２２８８私 立

５，５２３１５１７，７８６５０計

８，１２３３４１０，２５８３７公 立

中 学 校 ００００私 立

８，１２３３４１０，２５８３７計

２，３２７３８２，０６２２０公 立

小 学 校 ００００私 立

２，３２７３８２，０６２２０計

２，００５１３９５９１４Ｐ Ｔ Ａ 等

１７，９７８１００３１，０６５１２１合 計



　・喫煙者が禁煙するための禁煙支援プログラムを普及する
　・分煙を推進する
　「かながわ健康プラン２１」を県民健康づくり運動として推進する「かながわ健康プラン
２１推進会議」は、平成１４年５月に「かながわ禁煙・分煙行動計画」を策定しました。こ
の計画では、未成年者の喫煙対策として、正しい知識の習得、子どもに喫煙させない環
境づくりは家庭から取り組み、地域、学校、職場、保健医療機関団体、地域団体、行政
等が連携して支援するとし、かながわ健康プラン２１推進会議を中心に推進しています。

■いじめ対策の推進
　深刻化している「いじめ ｣問題への対応は、教育現場だけの問題ではなく、家庭や地
域社会全体に関する問題であるという認識に立ち、県民全体で取り組んでいくことが求
められています。
　平成６年１２月、県青少年総合対策本部長（知事）名で『「いじめ」対策緊急アピール』
を発表しましたが、その内容は「いじめ」に対処するための取り組みを周知するだけで
なく、人間の痛み、苦しみ、弱さなどを自覚し、思いやりや助け合いを学び、共に育っ
ていくという人間らしさ、豊かさを求めた「ふれあい教育運動」をさらに推進するよう
呼びかけるものでもありました。
　県では、「いじめ」問題対策を全庁的に取り組む課題として、関係する部局が連携・協
力して取り組みを進めています。平成８年２月に、総合的な推進を図るため青少年総合
対策本部のもとにいじめ問題対策推進会議を設置し（平成１１年度にいじめ・暴力行為問
題対策推進会議に改称）、１５年度は、①子どもたちの声を聞く②学校の中の体制を整える
③県民運動として取り組むという３つの施策の柱で次のような取り組みを推進しています。

①子どもたちの声を聞く
・相談機関紹介カードの作成・配付：国公私立小・中学校・盲・ろう・養護学校の児
童・生徒及び保護者に配付して相談機関の周知を図る。
・「電話相談カード」を作成し、県立高等学校全ての生徒に配付して相談機関の周知を
図る。
・相談体制の充実：「いじめ１１０番」、「子ども・家庭１１０番」等の運営。
②学校の中の体制を整える
・いじめ等問題行動総合対策の推進：小学校３校・中学校６校・高等学校４　校で実
施
・スクールカウンセラーの派遣：中学校１８０校（横浜市・川崎市は除く、校区内の小学

校にも対応）
高等学校２０名（２０の拠点校を中心に派遣、原則全校
へ派遣）
県教育委員会にスーパーバイザー１名配置

・スクールライフアドバイザーの派遣：中学校４０校、高等学校６０校に派遣
③県民運動として取り組む
　・いじめ・暴力行為等防止のための「地区啓発活動」の実施（県内１０地区）
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　・子どもと親の相談員の配置：小学校２６校に配置
　・いじめ・暴力行為等防止のためミニフォーラムの開催
　・教育課題の解決に向けた教育県民運動の展開
　・「神奈川の教育を考える県民のつどい」の開催

■外国籍児童・生徒への取り組み
　県教育委員会では、外国籍児童・生徒が共に学び、共に生きることができるよう次の
取り組みを行っています。

○国際教室の設置
　日本語指導が必要な児童・生徒が５名以上在籍している学校に専任教員を配置して、
日本語指導や適応指導などを個別に行う国際教室を設置
　　＜平成１５年度＞　小学校７５校　中学校３９校　　計１１４校
○教育相談員派遣補助の実施
　母語が堪能で教育相談や翻訳・通訳などを行う相談員を学校へ派遣する市町村への支
援
○国際教室担当者連絡協議会の開催
　専任教員を対象に、講演、研究発表、研究協議、情報交換の実施
○日本語指導法研修講座
　日本語指導法や外国籍児童・生徒の直面する課題解決に向けた教員研修の実施
○教育相談窓口の設置
　教育相談センター（亀井野庁舎）では、外国籍児童・生徒・保護者の教育相談や情報
提供を実施

■暴力行為等の防止対策の推進
　県教育委員会では、平成１６年度の暴力行為等の防止対策を次のような事業を中心とし
て推進しています。
①いじめ・暴力行為等防止運動推進会議の設置
　教育委員会、公立小・中・高等学校長会、ＰＴＡ、警察などから組織されており、各学
校が行う児童・生徒及び家庭への啓発活動などの取り組みを支援するため、情報交換や
情報提供をしたり、「いじめ・暴力行為等防止キャンペーン」の実施に向けての検討など
を行っています。
②児童・生徒指導強化週間の設定
　７月上旬の１週間を「第１期児童・生徒指導強化週間」と位置づけ、各校において教
職員と保護者が中心となり、地域の方々と連携しながら子どもたちに声をかけるマナー
アップ運動や、児童・生徒が中心となっていじめ・暴力行為等の防止・根絶に向けた話
し合い等を実施します。
　１１月にも「第２期児童・生徒指導強化週間」を設定しマナーアップ運動を実施すると
ともに、これまで行ってきたいじめや暴力行為等の防止に向けた取り組みについて、評
価・反省を行います。
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③「地区啓発運動」の開催
　各地区において、「児童・生徒が語り合う集い」や「いじめ・暴力行為等防止のための
ミニフォーラム」等、いじめ・暴力行為等の防止に向けた啓発活動を行います。
④中・高連携生徒指導連絡会議の開催
　暴力行為等をはじめとする問題行動の未然防止や早期解決を図るため、県内１０地区に
おいて中・高等学校の生徒指導担当者が情報交換や研究協議を行います。

■性教育
　児童・生徒の性にかかわる諸問題については、中学生・高校生の性の逸脱行為、望ま
ない妊娠、性感染症の増加等、年々深刻化しています。
　そのため学校・家庭・地域において、科学的知識の習得や、生命の尊さ・思いやり・
自立心等をはぐくみ、豊かな人間形成をめざす性教育やエイズ教育がますます重要と
なっています。
　県教育委員会では、指導力の向上や家庭教育との連携を図るため、教職員・保護者を
対象として性教育講演会並びに健康教育研修会において、性・エイズ教育分科会を開催
しています。また、高校生のエイズに関しての意識啓発を図るため、高校生エイズ
フォーラムを実施しています。

■性感染症の予防
　県では、青少年等に正しい性と性感染症（エイズを含む）についての知識の普及を図
ることを目的として、中・高校生等を対象に「青少年エイズ・性感染症予防のための講
演会」を開催しています。（平成１５年度１０７回開催、１万９，８８０人受講）
　また、年３回「かながわレッドリボン月間」を設け普及・啓発活動を展開するととも
に、こうした活動の成果として毎年レッドリボンの普及・啓発活動に顕著な功績を挙げ
た団体・個人に「かながわレッドリボン賞」を贈呈しています。
　さらに、１２月１日の世界エイズデーを中心に保健所を設置する４市と共催して「世界
エイズデーかながわ」として様々なイベントを開催し、エイズの正しい理解を呼びかけ
ています。

■食の指導の充実
　児童・生徒の食生活の乱れや食行動の多様化が栄養バランスを欠き、肥満傾向の増加・
生活習慣病の低年齢化等、「食」に起因する新たな健康課題としてクローズアップされて
います。
　県では、児童・生徒に望ましい食習慣の形成と実践的な態度を育成するため、推進体
制の充実や指導者研修の充実に向けて、推進体系を策定しました。
　①推進体制の充実では、教育庁内の関係各課の役割の明確化と充実、推進について検
討していく「庁内会議」を設置、②指導者研修の充実では、学校長を対象とした「食に
関する指導研究会」と教員や学校栄養職員を対象とした各種研修会を開催し、食に関す
る指導の充実を図っています。
　また、食に関する指導を学校の教育活動全体で効果的に推進するために、関連する教
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科指導はもとより、学校栄養職員等の専門性の活用を図った指導法の工夫など、食に関
する指導の充実に向けた研修会を実施しています。

■暴走族対策
　平成１６年中、暴走行為等により検挙した暴走族は、延べ２，６９５人にのぼっています。
　警察では、集団暴走に対する取締りや事件捜査のほか、県民総ぐるみで暴走族を追放
するため、平成１６年４月に「神奈川県暴走族等の追放の促進に関する条例」が施行され
たことから、関係機関・団体等と連携し、暴走族を許さない社会環境づくりを図るとと
もに、暴走族への加入防止及び暴走族からの離脱対策を強化しています。
　具体的には、
中学・高校生等に対する加入阻止教室の開催
地域で行われる各種行事等への参加による暴走族追放キャンペーンの実施
関係団体が実施している暴走族追放運動に協力し、講演等の実施
暴走族相談員による加入防止・離脱促進に関する相談・支援活動の実施

などを推進しています。
　しかしながら、暴走族構成員数や走行回数は減少傾向にあるものの、暴走族の活動は、
広域化・凶悪化しており、暴走族が出身中学校単位で世代交代を繰り返している現状を
踏まえ、今後とも徹底した取締りを行っていくとともに、学校・地域・職場等と連携し
た加入阻止・離脱対策の推進と合わせ、暴走族追放に向け、より一層の社会環境の醸成
を図っていきます。

▼暴走族加入阻止教室事業
　暴走族追放県民運動では、例年６月の追放強化月間をはじめ、年間を通じて、暴走族
の追放を呼びかけてきましたが、なかなか暴走族の追放に至らないという実状がありま
す。そこで、暴走族が、出身中学校単位で世代交代を繰り返していることなどから、平
成１４年度から、暴走族予備軍となりがちな中高生相当の年齢層の少年を主な対象として、
暴走族加入阻止教室事業を展開しています。この事業では、県内の中学・高等学校等に
民間ボランティアの暴走族対策地域指導員・地域リーダーを派遣し、「君ならどうする～
中高生のための交通安全教室」として実施しています。

■安全への取り組み
▼交通事故防止
　平成１５年度神奈川県交通安全実施計画に基づき、関係機関・団体との連携を密にして
生涯にわたる交通安全教育を家庭、学校、職場、地域等のそれぞれの場において、計画
的に推進したほか、「交通安全ひとこえ運動」、「二輪車交通事故防止運動」、「違法駐車追
放運動」などの年間運動を展開しました。

▼二輪車の交通事故防止対策事業
　死亡事故のうち、二輪車事故による死者数の割合は全体の３０％を占め、特に若年ライ
ダーによる事故死が多いことから、県では二輪車の交通事故防止を重点対策として、次
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のような事業を行っています。
○二輪車事故防止運動の推進
　平成１５年度は「無謀運転の防止」、「ヘルメットの正しい着用」、を重点に二輪車利用者、
特に若者の交通安全意識の高揚を図るため、二輪車事故の防止運動を実施しました。ま
た、６月を「暴走族追放強化月間・二輪車交通事故防止強化月間」とし、ポスターなど
を作成するとともに、テレビ・ラジオのスポット放送などを通じて、広報啓発に努めま
した。
○交通安全ポスターコンクールの実施
　県民一人ひとりの交通安全意識を高めていただくことを目的として、小・中学生、高
校生を中心に交通安全をテーマとした、交通安全ポスターを募集し、コンクールを実施
しました。
○神奈川県青少年交通安全連絡協議会（青安連）の育成
　昭和５７年９月にガソリンスタンド、飲食店、ピザ等宅配店舗等の小規模事業所で働く
青少年運転者を対象に、交通事故防止を目的に設置された組織です。県内の各警察署
（横浜水上警察署を除く）を単位に５２地区の青安連が結成され、平成１６年３月末現在、
３０業種５５７団体、１万１，２３３事業所で、加入事業所の事業主による二輪車安全運転講習な
ど若者たちの安全運転や交通安全運動への事業を展開しています。

▼二輪車安全運転講習
　平成１６年中に神奈川県内で二輪車乗車中に交通事故で亡くなった人は８２人で、本県の
交通事故死亡者全体の約３０％を占めています。
　また、二輪車乗車中の死者の約２８％は、２５歳未満の若年者で占められています。これ
ら二輪車事故の特徴は、速度超過、信号無視などのいわゆる悪質・危険な運転によるも
のや運転技術の未熟等、運転者自身に起因するものが多くなっています。
　このため警察では、高校生を含むヤングライダーを重点に安全運転の基本的知識と技
術の習得をねらいとして、県内各警察署（横浜水上警察署を除く）の主催により安全運
転講習を行い、平成１５年度は２００回開催し延べ４，６５４人が受講しています。
　講習は、講義１時間、実技２時間の合計３時間を基準とし、講義は安全運転理論など
の講話と映画を主体とした「心」の教育、実技は、乗車姿勢、コーナリング、交差点の
通過方法等、二輪車の事故防止に対応できる「技」の習得を目的とした内容で行ってい
ます。また、新たに二輪車を購入した人を対象とした実技中心の講習も行っています。
　実技の指導は、女性白バイ隊員（ホワイト・エンジェルス）、交通事故防止対策隊、交
通機動隊の白バイ隊員及び二輪車安全運転推進委員会の認定を受けた二輪車指導員が行
います。

■若年者就労支援
　県では平成１６年４月、横浜駅西口に「かながわ若者就職支援センター」を開所し、就
職を希望する概ね３４歳までの若者を対象に、様々な就業支援サービスを提供しておりま
す。具体的には、常駐カウンセラーによる個別キャリアカウンセリングや職業適性診断、
就職情報・職業訓練情報の提供などです。
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　また同センターでは、高校生を対象とした出前授業、職場見学会を開催するなど、早
期の職業観の醸成にも努めています。
　さらに、県の若年者の就労を支援する事業としては、女子学生のための就職活動支援
セミナーや国（神奈川労働局）と連携して行う合同面接会、就職を希望している若年者
と人材を求めている企業との出会いの場を提供する就業体験研修などを行っています。

▼若年者の職業能力開発
　若年者を対象とした県の職業能力開発としては、県立産業技術短期大学校において、実
践的な技術者の養成を目的とした高度職業訓練を行っているほか、県立高等職業技術校
等において、職業に就くために必要な知識、技術および技能の習得を目的とした普通職業
訓練をを実施しています。
　特に、平成１６年度からは若年未就業者やフリーター等の増加に対応し、若年者が就職に
結びつく実践的な職業能力を身に付けられるよう、座学を中心とした施設内での訓練と
企業実習を組み合わせた「デュアルシステム訓練」を実施しています。
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■不登校対策の推進
▼不登校の教育相談
　県教育委員会では、不登校に関する教育相談を実施しています。
①教育相談の充実
　教育相談の充実を図るため、総合教育センター（教育相談センター）に臨床心理士等
の資格を有する教育心理相談員を配置し、児童・生徒の教育相談・就学指導（相談）や
学校コンサルテーションを実施しています。
　また、不登校教育相談の児童・生徒を対象に、小グループによる活動（Ｙ・Ｙ活動）
をとおして教育的・心理的支援を行うとともに、社会体験の機会を提供しています。
②教育相談研修（人材育成・養護教諭人材育成）大学派遣事業の実施
　平成１６年度は、１９名（小学校教員５名、中学校教員１０名、養護教諭４名）を横浜国立大
学に１年間派遣しています。大学では、主に教育相談、保健分野に関する専門的な知識・
技術の習得を図り、地区や学校で不登校などの児童・生徒への的確な支援・指導の中心
的役割を果たす教員を養成しています。

▼地域ぐるみのサポートネットワークの整備
　不登校問題が憂慮すべき状況にあることを踏まえ、平成１５年度から、不登校児童・生
徒の早期発見・早期対応など、より一層きめ細かな支援を行うため、家庭への訪問指導
など多様な支援を行う地域センター（２３か所）と県内全域の取り組みを支援する広域セ
ンター（県立総合教育センター）を設置し、学校・家庭・関係機関が緊密に連携した地
域ぐるみのサポートネットワークの整備に係る実践的な調査研究を行っています。主な
調査研究内容は次のとおりです。

▼足柄ふれあいの村における長期宿泊体験活動事業
　豊かな自然の中で様々な体験活動を行うことで、学校を休みがちな子どもたちが、生
き生きとした日常生活を送るための動機付け、学校復帰等へつなげていくことをめざし
て、４泊５日を中心とした宿泊体験活動事業（名称：森のきんたろうキャンプ）を実施
しています。指導員やボランティア等のスタッフが子どもたちを支援するほか、臨床心
理士等によるカウンセリング、また保護者を対象とした教育相談も行っています。
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広域ネットワーク（県）地域ネットワーク（単独または複数市町村等）

広域スクーリング・サポート・センター
（県立総合教育センター）

地域スクーリング・サポート・センター（２３地域）
（市町村の教育センター、教育支援センター等）

○ＩＴの有効活用のあり方
○外部人材との連携・協力のあり方
○学校支援に向けた研修のあり方
と地域への普及

○効果的な訪問指導のあり方
○保護者への支援のあり方
○外部人材との連携・協力のあり方
○体験活動プログラムのあり方
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■不登校・ひきこもり等への対応
　増加傾向にある不登校・ひきこもり等への対応として、青少年課と青少年センターが、
ボランタリー団体と協働で実施する「ひきこもり青少年支援の協働ネットワーク事業」
（９９ページ参照）やフリースクール等のＮＰＯネットワーク会議などの事業に取り組ん
でいます。
　また、平成１４年度に、県内のフリースペース、フリースクール、親の会など、青少年
の居場所づくりに関わる団体へ、活動の概要について調査をした結果、多くの団体が「ス
タッフの絶対数の不足」や「運営資金の問題」を課題としてあげていることを受け、平
成１６年度は、青少年センターに「青少年サポートプラザ」を立ち上げるとともに、「フリー
スクール等事業費補助金」を創設しました。

▼「不登校・ひきこもり」等の青少年を地域で支える懇談会
　不登校、ひきこもり、非行といった問題を抱える青少年を地域で支えるため、各地域
で青少年を支えている多様な人材、ＮＰＯ、教育関係機関、相談機関等が意見交換や情
報交換を通じて、的確な状況認識と理解を促進し、顔の見える関係をつくる懇談会を、
平成１６年度から青少年課と各地区行政センターが主体となって実施しています。
　この事業は、平成１４・１５年度に実施しました「子ども・家庭」県民議論ミニ集会の事業
成果を引き継いだもので、平成１６年度は県内７地域で開催します。

■青少年サポートプラザ
　不登校、ひきこもりや非行など青少年の多様な問題への、きめ細やかな対応が必要に
なっています。
　平成１６年４月、青少年施策を総合的に展開する拠点「県立青少年センター」に青少年
総合研修センターを統合し、新たに「青少年サポートプラザ」を開設して、不登校、ひ
きこもりや非行などの相談や、こうした問題に取り組むＮＰＯへの支援などを行ってい
ます。
▼青少年相談
○相談窓口の開設
　不登校、ひきこもりや非行などで悩んでいる青少年や家族などからの相談に応じると
ともに、複雑、困難な相談は、専門職を加えた検討会を実施して対応しています。
（相談の状況などは、８７ページ参照）
○合同研修会
　ＮＰＯや行政の相談機関のメンバーを対象とした研修会を開催しています。
▼フリースペースや親の会などのＮＰＯへの支援
○情報の提供
　関連図書・資料やＮＰＯ活動の情報を閲覧したり、インターネット検索ができるパソ
コンを設置した情報コーナーを開設するとともに、ＮＰＯの活動相談に応じています。
○ＮＰＯ活動に必要な場や機器の提供
　ＮＰＯが打合せや活動などに利用できる、オープンスペースや活動室、軽印刷機など
を利用できる場を提供しています。
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○ＮＰＯスタッフ研修会
　ＮＰＯのスタッフを対象に、より効果的に活動を展開したり組織の運営を行っていく
知識を学ぶとともに、日ごろの対応方法や悩みを互いに話し合える研修会を開催してい
ます。
○ボランティア体験講座
　ＮＰＯの活動を支えるボランティアの養成講座を開催するとともに、ボランティア情
報の提供などＮＰＯとボランティアの橋渡しを行っています。
▼啓発・研究
○交流集会
　不登校やひきこもりなどに悩む青少年や家族を地域ぐるみで支えるために、各方面で
青少年に関わっている方々を対象に、講演会・パネルディスカッションなどを開催して
います。
○情報紙の発行
　多様化する青少年問題を、時々に応じた企画内容で構成して、青少年の支援、指導や
育成にあたる方々に提供しています。
　・発行：年４回（各回１万５千部）
　・特集テーマ
№２１「子どもを大人にするために何をすべきか？」（平成１５年６月発行）
№２２「新しいメディアが青少年に及ぼす影響」（平成１５年９月発行）
№２３「青少年の心の発達と食生活」（平成１５年１２月発行）
№２４「青少年と環境教育－環境教育とは何か－」（平成１６年３月発行）
№２５「個性の重荷にあえぐ若者たち」
　　　「ひきこもりと心の成長」（平成１６年８月発行）
№２６「ことばで心が分かるか－若者ことばと新方言－」
　　　「ひきこもりと家族」（平成１６年１１月発行）

○ガイドブックの発行
　平成１５年度は、フリースペースなどの不登校やひきこもりの青少年をサポートする場
や組織に関する情報や特色ある取り組み内容をまとめた「かながわ青少年サポートガイ
ド」を作成し配布しました。
　平成１６年度は、ひきこもりの青少年や家族などの方々に役立つ知識や情報をまとめた
パンフレットを作成します。
　[かながわ青少年サポートガイドの主な内容 ]
　・不登校・ひきこもりの青少年を支える新しい地域社会を目指して
　　　　　　～知っておきたい現状と課題～
　・かながわ居場所マップ
　・ＮＰＯなどの概要と活動の紹介
　・特色あるＮＰＯの活動紹介
　・青少年関係相談機関などの一覧
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■神奈川県青少年関係相談機関連携会議
　青少年問題は、非行の凶悪化や低年齢化、いじめ、暴力行為、不登校、児童虐待や精
神保健分野での対応など、複雑かつ多様化しており、これらの問題に適切な対応を図る
ためには、専門的知識を持つ相談機関の緊密な連携が不可欠です。そこで青少年総合対
策本部は、平成１３年４月から県の福祉部、衛生部、教育庁、警察本部の各相談関係機関
等による神奈川県青少年関係相談機関連携会議を設立しました。
　平成１６年７月に、長崎県で発生した重大事件等を議題とし幹事会を開催、また、１月
には相談機関相互の連携の強化や情報交換を目的とし研修会を開催しました。

■青少年相談
▼青少年サポートプラザの活動
○相談の受付
　・受付日時：県立青少年センターの休館日（月曜日、年末年始）を除く
　　　　　　　午前９時～１２時、午後１時～４時
　・電話相談：０４５－２４２－８２０１（相談専用の直通電話）
　・面接相談：相談専用の直通電話で、相談内容を話して面接日時を予約します。
○相談の状況
　平成１６年４月３０日から１１月３０日まで実質１７６日間の相談件数は、電話相談が延べ８６７件、
面接相談は延べ１７７件（実件数は８３件）でした。

表Ⅱ－１－３　電話相談の内訳（延件数）

＊比率は、小数点以下第二位を四捨五入し

　ているので計が１００％にならない場合が

　あります。

資料出所：県立青少年センター　　　　　　　　
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　電話をかけてきた人
比　率延件数
２７．９％２４２本　人
５．４％４７父
５７．４％４９８母
９．２％８０その他

８６７計

　相談対象の学識
比　率延件数
６．０％５２小学生
１６．０％１３９中学生
１８．２％１５８高校生
０．９％８専門学校生
２．２％１９大学生
８．９％７７有　職
４６．９％４０７無　職
０．８％７不　明

８６７計

　相談の内容
比　率延件数
３０．７％２６６ひきこもり
１８．７％１６２不 登 校
５．４％４７非 行
１．４％１２い じ め
１６．６％１４４精 神 保 健
４．３％３７仕 事 関 係
４．３％３７学 校 関 係
３．９％３４対 人 関 係
８．４％７３家 庭 問 題
３．０％２６発達障害等
０．７％６犯 罪 被 害
２．７％２３そ の 他

８６７計



表Ⅱ－１－４　面接相談の内訳（実件数）

＊比率は、小数点以下第二位を四捨五入し

　ているので計が１００％にならない場合が

　あります。

資料出所：県立青少年センター　　　　　　　　

▼青少年相談センターの活動
　県内の１７市１町に１９か所設置されている青少年相談センターでは、関係機関や地域の
青少年補導員と連携して、青少年の身上問題、非行、子育ての悩み等に関する青少年相
談を行い、助言・援助・指導を行うほか、非行防止のためのよりよい環境をつくるため
に社会環境健全化活動も行っています。
　平成１５年度の活動状況は、青少年相談受理件数が９，４４１件で、このうち、男子は５，７１３
件（６０．５％）、女子は３，７２８件（３９．５％）で、前年度の８，７１７件に比べ７２４件（８．３％）増
加しました。相談内訳別では、「不登校」が最も多く、「学校生活」、「家族関係」、「学業・
進路・進学」と続いています。相談対象の年齢は、「１０歳未満」（２０．０％）が最も多く、
次いで「１４歳」（１５．３％）、「１７歳」（１１．１％）となっています。
　また、街頭補導は１３，３６０人で、男子は８，５４６人（６４．０％）、女子は４，８１４人（３６．０％）
で、前年度の１３，２１５人に比べ１４５人（１．１％）増加しました。
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　面接に来所した人
比　率実件数
２１．７％１８本　人
１２．０％１０父
４９．４％４１母
１３．３％１１父　母
３．６％３他の親族等

８３計

　相談対象の学識
比　率実件数
４．８％４小学生
２４．１％２０中学生
２６．５％２２高校生
２．４％２専門学校生
０．０％０大学生
０．０％０有　職
４２．２％３５無　職

８３計

　相談の内容
比　率実件数
３２．５％２７ひきこもり
３１．３％２６不 登 校
１０．８％９非 行
８．４％７精 神 保 健
２．４％２仕 事 関 係
３．６％３学 校 関 係
２．４％２対 人 関 係
６．０％５家 庭 問 題
２．４％２発達障害等

８３計
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表Ⅱ－１－５　相談受理状況

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（注）（　）内は女子で内数

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　資料出所：青少年課
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（件）相談内容別

平成１５年度平成１４年度

（１，３４５）２，７７２（１，１９９）２，５６８不登校

（８２６）２，１６３（６５８）１，５９１学校生活

（３８３）８６１（３７２）８４２家族関係

（１２８）４００（２０９）５９６学業・進路・進学

（２０２）９８６（１９３）４３５神経精神問題

（３３）１２６（１２３）３４３不良交友

（１５９）３２５（１６５）３４４対人関係

（５８）１８５（８３）１６７いじめ

（９）１０９（１３）１４３性の悩み

（１２０）１４３（６９）１３４家出・浮浪・無断外泊

（４６）１５７（３６）１３３犯罪・触法行為

（４７）８２（５６）８４男女交際

（９）７５（１０）７８家庭内暴力

（４）１２（１６）２２シンナー等薬物乱用

（３５９）１，０４５（３１６）１，２３７その他

（３，７２８）９，４４１（３，５１８）８，７１７計

（件）相談対象者年齢別

平成１５年度平成１４年度

（３０３）７２２（３８１）９２８２０歳以上

（７０）１２９（８８）２３０１９歳

（９５）２２９（１０９）２５２１８歳

（２１３）１，０４９（１５４）６１７１７歳

（２９８）６９５（２１３）７８３１６歳

（３１９）６４１（４９９）９５９１５歳

（６２７）１，４４２（５９９）１，１２９１４歳

（２６５）８９６（４１４）１，０９４１３歳

（２９２）５３１（１４５）４３９１２歳

（３１８）５８０（２１６）４３０１１歳

（２６５）６４０（２１７）５１４１０歳

（６６３）１，８８７（４８３）１，３４２１０歳未満

（３，７２８）９，４４１（３，５１８）８，７１７計



表Ⅱ－１－６　青少年相談センター一覧

（平成１６年１２月１日現在）

資料出所：青少年課
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相談専用電話所 在 地名 称

０４５（６８１）５４６１横浜市中区翁町２－９－７〒２３１-００２８横浜市青少年相談センター

０４４（７３９）８０８０川崎市川崎区宮本町１　川崎市役所内〒２１０-８５７７川 崎 市 青 少 年 相 談 室

０４６（８２３）３１５２横須賀市本町２－１　総合福祉会館４階〒２３８-００４１横須賀市青少年相談センター

０４６３（３４）７３１１平塚市見附町１５－１
　平塚市民センター２階〒２５４-００４５平 塚 市 青 少 年 相 談 室

０４６７（２４）３３８６鎌倉市御成町１８－３５〒２４８-００１２鎌 倉 市 教 育 セ ン タ ー

０４６６（２２）１１２６藤沢市朝日町１－１　藤沢市役所内〒２５１-８６０１藤沢市青少年相談センター

０４６５（２３）１４８１小田原市城山４－２－１１〒２５０-００４５小田原市青少年相談センター

０４６７（８６）９９６３茅ヶ崎市十間坂３－５－３７
　市立青少年会館内〒２５３-００４５茅ヶ崎市青少年教育相談室

０４２（７５２）１６５８相模原市中央３－１３－１３〒２２９-００３９相模原市立青少年相談センター

０４２（７４９）２１７７相模原市相模大野５－３１－１
　市南合同庁舎３階〒２２８-０８０３　　 　 　 〃　 　 　 　 南 室

０４６３（８２）５２７３秦野市寿町１－１０〒２５７-００４２秦 野 市 青 少 年 相 談 室

０４６（２２１）８０８０厚木市中町３－１６－８　武藤ビル４階〒２４３-００１８厚木市青少年教育相談センター

０４６（２６１）７８３０大和市中央１－５－１４
　大和市青少年センター内〒２４２-００２１大 和 市 青 少 年 相 談 室

０４６３（９４）１０３０伊勢原市田中３１６－１
　伊勢原市青少年センター内〒２５９-１１４２伊 勢 原 市 青 少 年 相 談 室

０４６（２３４）８７００海老名市上郷４７６－２
　海老名市中央公民館２階〒２４３-０４３４海老名市青少年相談センター

０４６（２５６）０９０７座間市立野台１－１－４
　座間市立青少年センター内〒２２８-００２３座 間 市 青 少 年 相 談 室

０４６５（７２）１３２９南足柄市関本４４０　南足柄市役所内〒２５０-０１９２南足柄市青少年育成センター

０４６７（７７）７８３０綾瀬市早川５５０〒２５２-１１９２綾 瀬 市 青 少 年 相 談 室

０４６５（６３）６３００足柄下郡湯河原町城堀５７〒２５９-０３０３湯 河 原 町 青 少 年 相 談 室
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図Ⅱ－１－１　青少年相談センターの相談受理状況の推移

資料出所：青少年課

▼神奈川県警察少年相談・保護センターの活動
　警察本部少年育成課の少年相談・保護センターでは、非行問題や犯罪被害等に悩む保
護者や少年自身からの相談に応じています。相談は、専門の少年相談員が受けています。

表Ⅱ－１－８　相談内容別新規受理件数　　

＜受付時間＞
　平日（月～金曜日）８時３０分～１７時
　土、日、祝日、夜間は留守番電話
＜電　　話＞
　・代　　　表　　０４５－２１１－１２１２
　　　　　　　　　（内線３１０４～３１０６）
　・ユース・テレホン・コーナー
　　　　　　　　　０４５－６４１－００４５
　・相談電話（フリーダイヤル）
　　　　　　　　　０１２０－４５７８６７
　・留守番電話　　０４５－６４１－００４５
　・Ｆ　Ａ　Ｘ　　０４５－６４１－１９７５

　　表Ⅱ－１－７　相談者別新規受理件数

　　　　　　 資料出所：県警少年育成課
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増減率
（％）増　減平成１５年中平成１６年中区　　　分
－４．０－１９８４，９５４４，７５６受 理 総 数
－４．９－１０２２，１０３２，００１非 行 問 題
－０．３－２６４４６４２不良交友
－１１．８－３０２５４２２４窃 盗
－２０．６－５９２８６２２７深夜はいかい
－２４．２－５８２４０１８２無断外泊
０．００１０２１０２暴力行為
７９．６４３５４９７薬物乱用
０．８４５２３５２７そ の 他
３．９１８４５８４７６学 校 問 題
１４．２１６１１３１２９進路進学
－２３．４－２５１０７８２不 登 校
３．２１３１３２対教師問題
１２．６２６２０７２３３そ の 他
－９．４－４６４８８４４２家 庭 問 題
－８．７－１３１４９１３６家庭内暴力
－２４．７－１９７７５８家庭不和
０．００６０６０し つ け
－６．９－１４２０２１８８そ の 他
－１６．６－６９４１５３４６家 出
－９．９－２９２９４２６５交 友 問 題
－２０．９－３７１７７１４０異性交友
－９．１－８８８８０友人関係
５５．２１６２９４５そ の 他
－１２．８－２４１８７１６３健 康 問 題
－１６．７－２２１３２１１０精神保健
－３５．５－１１３１２０性
３７．５９２４３３そ の 他
－３．５－２５７２３６９８被 害 問 題
１４．８２３１５５１７８刑法犯被害
２４．６１７６９８６強制わいせつ
２７．９１２４３５５傷 害
－１４．０－６４３３７そ の 他
－２６．０－４０１５４１１４いじめ被害
４．８６１２５１３１福祉犯被害
４５．２１９４２６１県 条 例
－４５．０－２７６０３３児童買春
６０．９１４２３３７そ の 他
２９．３１２４１５３児 童 虐 待
－１０．５－２６２４８２２２そ の 他
－３．８－２５２５０恐 喝
－３２．９－２３７０４７暴 行
－０．８－１１２６１２５そ の 他
２７．６７９２８６３６５そ の 他
５．６３５４５７仕 事
３２．８７６２３２３０８そ の 他

増減比（％）増 減平成１５年中平成１６年中区 分

－４．０－１９８４，９５４４，７５６受理総数

－５．５－２１７３，９６９３，７５２保護者等

１．９１９９８５１，００４少年自身



▼教育相談
○県立総合教育センター（教育相談センター）における教育相談
　平成１４年４月、県立総合教育センターの設置により、教育相談の機能や取り組みが統
合整備され、県の教育相談センターとして、相談・研修・研究の総合的展開が可能とな
り、教育相談の専門性と学校や地域への支援機能が一層強化されました。
　教育相談センターでは、幼児、児童・生徒及びその保護者、教員等が抱える教育上の
課題や悩みに対応するため、当センターをはじめ、教育庁教育相談室、かながわ県民セ
ンター及び川崎県民センター、各地区行政センターの県民の声・相談室に教育相談窓口
を設けています。（県内１０か所）
　相談内容としては、子育てやしつけなどの家庭生活に関する相談、不登校やいじめ、
進路、転編入学などの学校生活に関する相談、従来の障害児やＬＤ（学習障害）、ＡＤ／Ｈ
Ｄ（注意欠陥／多動性障害）などのため特別な支援を必要とする児童・生徒の養育、教
育、就学に関する相談、子どもの教育的支援や校内の教育相談体制づくりに関する相談
などです。
　相談方法としては、心理・教育等の専門スタッフによる電話相談・来所相談のほか、
留守番電話、ＦＡＸ、Ｅメールによる相談も受け付けています。また、学校を訪問して行
う要請訪問相談や市町村に医師や心理判定員を派遣する就学相談（特別巡回相談）、特別
な支援を必要とする児童・生徒に関するグループ相談などを行っています。
　電話相談では、「総合教育相談」「発達教育相談」「いじめ１１０番」などの相談専用の回
線を開設し、平日昼間だけでなく、平日夜間、土・日・祝日の相談にも応じています。
また、平日だけでなく第二・四土曜日の来所相談を行うことで、相談体制の充実を図っ
ています。
　教育相談センターでは、相談内容の多様化・複雑化に対応するため、相談者に対する
カウンセリングだけではなく、アセスメントや教職員に対する専門的なコンサルテー
ションなど多様な手法を組み合わせたり、必要に応じて他の専門機関と連携しながら、
専門性のあるスタッフがチームをつくるなどして効果的な相談を実施しています。
○平成１５年度の教育相談状況
　平成１５年度の県立総合教育センターにおける相談状況は、表Ⅱ－１－９及び図Ⅱ－１
－２のとおりです。相談件数全体は１万６，７１８件で、前年の１万５，７１９件よりも９９９件
（６．４％）増加しています。相談内容でみると、多動性や衝動性、不注意、コミュニケー
ション、非行などの「行動」に関する相談が３，６７３件（２２．０％）で最も多く、次いで「不
登校・ひきこもり」に関する相談が２，３２０件（１３．９％）、「転入学・編入学」に関する相談
が２，０９３件（１２．５％）、「進路」に関する相談が１，７７０件（１０．６％）となっています。
　特に今日的な教育課題である不登校やいじめについては、前年と比べると、「不登校・
ひきこもり」に関する相談は３５１件（１７．８％）の増加、「いじめ」に関する相談は１０８件
（△１４．９％）の減少となっています。また、「転入学・編入学」に関する相談は３２１件
（１８．１％）の増加となっています。
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表Ⅱ－１－９　教育相談の実施状況

（件）

資料出所：県立総合教育センター（平成１５年度）

図Ⅱ－１－２　月別不登校、いじめ相談件数

資料出所：県立総合教育センター（平成１５年度）

��������	
��
�

相 談 方 法 別
相談件数（構成比）相　談　内　容 ＦＡＸ

その他Ｅメール訪　問（事例数）来　所電　話

１３４００９６５％６．０１，０００家 庭
００３６８（８４）８１４５５％７．４１，２３７生 活
０８２６２（７０）６８０３１６％７．６１，２６６学 習
００１４（２）３６３７％０．５８７言 語
００５０８％０．１１３運 動 機 能
１７６６０１（２５３）２，２０２７９３％２２．０３，６７３行 動
１２９０（２５）９７４８９％３．７６１６い じ め
１２０５７（１７４）１，６８４５５８％１３．９２，３２０不登校・ひきこもり
１５２４１７（２４９）５８２１，１３２％１０．６１，７７０進 路
４３９－（２５８）２５８１，７９２％１２．５２，０９３転入学・編入学
１３１－０２４７％１．７２７９海外教育・留学
１１５－０１４３％１．０１５９教 育 行 政
４４５－０６２３％４．０６７２学 校 ・ 教 師
００－（１８３）１８３０％１．１１８３校内支援システム
２８５２６（３０８）５０６７３１％８．１１，３５０そ の 他
３１４０６１，３５０（１，６０６）７，０４２７，８８９１６，７１８合 計 件 数



▼思春期保健相談
　思春期は、人間の一生の間で身体面及び精神面における発達の変化の大きい時期です。
この時期における問題及び対応が将来の生活や健康に重大な影響を与えることから、思
春期の男女を対象に思春期に特有の医学的問題、性に関する不安や悩み等に対する相談
に応ずるとともに集団による指導を行い、思春期にある男女の心身の健全な成長と母性
の健康保持増進を図るため、次の事業を実施しています。

○個別相談
　思春期に特有の医学的問題及び思春期における不安や悩み等について、県保健福祉事
務所で、電話及び面接により個別相談を実施しています。

表Ⅱ－１－１０　思春期保健相談事業相談件数

資料出所：地域保健課（平成１５年度）

○集団指導
　県保健福祉事務所では、思春期における生理、心理、社会の各方面から健康的で豊か
な人間性と社会性をもって性意識、行動を身につけるよう、参加しやすい日時、場所で
講習会を開催しています。

表Ⅱ－１－１１　集団指導の実施状況

資料出所：地域保健課（平成１５年度）
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参　　　加　　　者
開催日数開催

コース数
保健福祉
事務所 計その他保護者思春期

男女

５，３１９６６４１，１７０３，４８５７０６５総数

そ

の

他

学
校
の
こ
と

家
族
の
こ
と

友
人
の
こ
と

病

気

結

婚

妊

娠

性
に
関
す
る
こ
と

身
体
に
関
す
る
こ
と

相
談
内
容
総
件
数

１６６４１１０００４１２２１００男

５５１０６０６５１７４５女

２１１１５１１６０６４６３９１４５合計

１４．５７．６３．５０．７１１．００４．１３１．７２６．９１００％
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▼青少年の精神保健相談
　思春期は心身ともに大きな転換期であり、精神疾患が発生しやすい時期とされていま
す。また、近年の社会生活環境の複雑化に伴い、不登校、ひきこもり、家庭内暴力、性
の悩み、食異常の問題など、新たな青少年の心の問題が増加しています。
　精神保健福祉センターでは、精神疾患やノイローゼではないかとの不安、ひきこもり
や出社拒否などの社会不適応の問題などについて、電話による相談業務を行っています。
そのうち来所相談が必要と判断した場合は、予約制で、福祉職などの専門家による相談
を行っています。
　平成１５年度の電話相談における思春期（１０～１９歳）の相談は延べ３３２人（全体の８．４％）
で、不登校・ひきこもり及びその他の学校不適応問題が思春期の２４．７％を占めています。
その他青少年の心の健康については、保健福祉事務所でも早期発見、早期治療を目的に、
精神保健福祉相談、訪問指導を実施しています。

表Ⅱ－１－１２　精神保健福祉センター思春期電話相談内容（１０～１９歳）

資料出所：県精神保健福祉センター（平成１５年度）

■児童の相談機能の充実
▼児童福祉
　児童福祉法は、児童とその福祉に関する総合的基本法として昭和２２年に制定されまし
た。戦前の児童福祉は、その対象を要保護児童など特殊な一部児童に限定していたのに
対して、現在の児童福祉法は、人間性や基本的人権の尊重に基づく新しい理念にたって、
すべての児童をその対象として福祉を増進しようとしていることが特質であるといわれ
ます。この法律による「児童」は、１８歳未満の者をいい、福祉の内容は大別すると、①
妊婦と乳幼児の保健、②要保護児童の保護、③児童の健全育成に分けられます。
　保護者（親など）と一緒に、国・県・市町村は、児童を心身ともに健やかに育成する
責任を負うことになっています。 
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件　 数相　談　内　容

件８２不登校・ひきこもり

１３いじめ・非行

１１その他の学校不適応

１３家庭内暴力

２薬物乱用問題

１４家庭内の問題

１６性についての悩み

８摂食障害

３０不安

１１病気に関わる悩み

４１病気治療の問題

９１その他

３３２計



▼児童相談所
　児童福祉行政の中枢機関として、児童に関するさまざまな相談に応じられるよう県内
１０か所に児童相談所が設置されています。
　ここでは、分野に応じた専門職員が配置され、相談、調査、診断、判定などを行い、
児童や保護者に対して必要な援助や措置（施設への入所等）を行っています。また、県
の５か所と横浜市の１か所の児童相談所には、電話により気軽に相談できるよう「こど
も・家庭１１０番」（中央）、「こどもテレホン相談室」（横須賀、小田原、相模原、厚木）、
「電話児童相談室」（横浜市中央）を設けています。
　なお、５か所の児童相談所（中央、厚木、相模原、横浜市中央及び川崎市中央）には
一時保護所が付設されており、児童の緊急保護、行動観察、短期的な治療指導などを
行っています。
　平成１５年度の相談受付状況は次のとおりです。

　　　 図Ⅱ－１－３　児童相談所の所在地　　　　　　　  図Ⅱ－１－４　児童相談所の相談受付状況

　　　　　資料出所：児童福祉課　　　　　　　　　　（注）横浜市、川崎市を含む。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　資料出所：児童福祉課（平成１５年度）

　各児童相談所では、不登校や情緒障害等の児童を対象に、兄または姉に相当する世代
で理解と情熱を有する学生等（メンタルフレンド）を家庭に派遣し、児童とのふれあい
を通して児童の健全育成を援助する「ふれあい心の友訪問援助事業」を実施しています。

表Ⅱ－１－１３　メンタルフレンド登録状況

（人）　　
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合 計社 会 人学 生

３１６２５男 性

１０１２６７５女 性

１３２３２１００合 計
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表Ⅱ－１－１４　平成１５年度メンタルフレンド派遣状況

資料出所：児童福祉課

▼児童虐待への対応
　増え続ける児童虐待に対して、平成１２年１１月２０日に「児童虐待の防止等に関する法律」
が施行され、虐待の定義や児童の福祉に職務上関係する者の責務等が明文化されました。
　県では、児童虐待の専門相談機関である児童相談所に「虐待対応協力員」を配置し、
また、平成１３年からは中央児童相談所に「子ども家庭サポートチーム」を設置し、閉庁
日の緊急相談、緊急保護に対応するほか、弁護士や医師の協力を得て、各児童相談所の
虐待事例の解決に向けての助言や保護者へのカウンセリングを始めました。また、横浜
市では「よこはま子ども虐待ホットライン」の開設や児童虐待対応チームの配置、川崎
市でも「児童虐待緊急対応チーム」を設置するなど、児童相談所の相談体制の強化を図
り虐待への迅速かつ適切な対応と予防に努めています。
　このほかにも、各市区町村ごとに虐待防止のためのネットワーク会議などが組織され
始めています。

▼家庭児童相談室
　家庭での児童養育問題の相談を受けるため、県内１９か所に（うち１７か所は市が設置、
２か所は県が設置）家庭児童相談室が設置されています。相談室では、専門の家庭相談
員などが児童の養育など、比較的軽易な問題の相談に応じ、指導を行っています。

　　　図Ⅱ－１－５　家庭児童相談室の所在地　　　　　　　　図Ⅱ－１－６　家庭児童相談件数

　　　　　資料出所：児童福祉課　　　　　　　　　　（注）川崎市を含む。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　資料出所：児童福祉課（平成１５年度） 
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合　計高校生等中学生小学生

計女 子男 子女 子男 子女 子男 子女 子男 子

８４５４３０６９３０１２１８９児童数

１，０６１６５１４１０７３６５３３４２０３２４４１４２延回数



図Ⅱ－１－７　家庭児童相談室と児童相談所の関係

資料出所：児童福祉課

▼子ども人権相談室事業
　子どもの人権を守るための「子ども人権審査委員会」を設置し、子どもの権利擁護に
かかわる事案について、審査・助言・指導等を行っています。また、人権侵害等に関す
る子ども自身からの電話相談（子ども人権ホットライン）や、子どもの人権に関する資
料作成、研修等により、普及啓発活動を行っています。さらには、児童福祉施設等にお
ける子どもの最善の利益を確保するための指標となる基準を作成し、その基準に基づい
て各児童福祉施設のサービス評価を行っています。

■児童・生徒のこころの健康づくり
　最近の社会環境の複雑化等に伴い、こころの悩みや、こころの健康に問題をもつ児童・
生徒が多くなっており、これら児童・生徒の状況を適切に把握し、速やかに対応するこ
とが重要になっています。
　県教育委員会では、こころに問題をもつ児童・生徒への対応の充実を図るため、教職
員と保護者を対象とした「こころの健康づくり講演会」と養護教諭が対象の「保健室相
談活動研修会」を開催しています。
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児童相談所家庭児童相談員
（家庭相談員）

家庭児童相談室・児童相談所

児 童 相 談 所心理判定、施設入所措置
等を要する複雑な問題

軽 易 な 問 題

家庭児童の問題

一 般 家 庭
相 談 困難な問題
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■施策協議・調査研究
▼「青少年の心を支える地域組織づくり」モデル事業
　最近の青少年のさまざまな問題行動に対して適切な対応ができるように、青少年に関
わる大人の資質の向上を図るとともに、県民の意識啓発や地域での連携のあり方を研究
し、青少年の心を支えるしくみづくりにつなげるモデル事業を実施しています。
　平成１４・１５年度は、横須賀市と共催で、不登校・ひきこもりをメインテーマに取り組
み、その成果を報告書にまとめました。
　平成１６・１７年度は、大和市と共催で、その地域性から非行問題を中心に取り組んでい
ます。この事業は、臨床心理の専門家をスーパーバイザーとして、青少年指導員、少年
補導員、主任児童委員、保護司、生徒指導担当教諭、養護教諭、警察署少年係、保健所
職員、児童相談所職員、青少年相談員、ＮＰＯ等、青少年に関わりをもつ組織・機関の
スタッフ２０数名で構成されています。
　平成１６年度は、この構成メンバーを対象に、①思春期問題について、②現場からの報
告（被害者支援者、警察、生徒指導担当、ＮＰＯ）、③地域連携のあり方についてのセミ
ナー及び意見交換を３回実施しました。

▼ひきこもり青少年支援の協働ネットワーク事業
　かながわボランタリー活動推進基金２１（１０６ページ参照）の協働事業として、特定非
営利活動法人楠の木学園から提案のあった内容を、楠の木学園、県青少年課・青少年セ
ンターが協力しあって取り組んでいます。
　事業目的を「ひきこもり青少年やその家族がおかれている実態とこうした現象を引き
起こす社会的要因等の把握と分析」「ひきこもり青少年の社会参加に向けた総合的・効果
的な支援策の検討」「ひきこもり青少年への支援に向けた協働ネットワークの構築」の
３点として三者が共有し、次のような事業を行っています。
　○県内のひきこもり青少年や関係団体等に関する総合的な調査研究の実施と分析
　○ひきこもり青少年及びその家族のための支援システムの検討
　○モデル支援事業として「相談室やひきこもり青少年等の試行的な交流の場」の開設
　○啓発普及事業として「フォーラム」の開催

▼神奈川県義務教育研究協議会
　小・中学校の望ましいあり方と、当面する諸課題について研究協議するため、昭和５４
年度から義務教育研究協議会を設置しています。２年間同じ協議題で研究協議を進め、
２年目には「協議のまとめ」が報告されています。
　平成１５・１６年度は「一人ひとりの子どもに確かな学力を育成する学校教育のあり方」
を協議題として、年間３回の協議会を開催しました。各協議会においては「子どもの学
力の現状とつけさせたい力は何か～新学習指導要領全面実施１年を過ぎて」「学び楽しさ
を充実させ、学習意欲を高めるには、どのような取り組みが必要か」「基礎・基本を確実
に定着するためには、どのような取り組みが必要か」等の内容で研究協議を進め、平成１５
年度末に「中間報告」を作成し、各学校等へ配布しました。
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▼神奈川県社会教育委員の会議
　社会教育委員は、社会教育法に基づき、社会教育に関する諸計画を立案し、教育委員
会の諮問に応じて意見を述べ、必要な研究調査を行うため、都道府県及び市町村に置か
れています。そして、行政と民間の間にあって、社会教育に関する住民の意向や施設の
運営等に意見を反映させるためのパイプ役として活動しています。
　県社会教育委員の会議は、平成１４年度から１５年度にわたり「青少年の地域活動を支援
する環境づくりに向けた社会教育行政の役割と課題」をテーマとして協議を行いました。
　平成１６年９月１日現在、本県では１６人の委員が、市町村では４５２名の委員が委嘱されて
おり、１市町村当たりの委員数は平均１２人となっています。

▼神奈川県生涯学習審議会
　平成２年７月に施行された「生涯学習の振興のための施策の推進体制等の整備に関す
る法律」に基づき、生涯学習施策の総合的推進に関する重要事項を調査・審議するため、
平成４年７月に学識経験者等２０名で構成される神奈川県生涯学習審議会を設置しました。
　平成１４年度から１５年度にわたり、「新しい県民ニーズに対応した生涯学習のあり方～
『働きがい』を満たすための学習支援」をテーマに、専門部会を設置して検討を行いま
した。
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■県の取り組み
▼青少年保護育成条例の施行
　神奈川県青少年保護育成条例は、青少年を明るく正しく守り育てるために、社会環境
を健全化し青少年の健全育成を阻害する行為を防止することを目的に、昭和３０年１月に
制定されました。この条例は、青少年を罰するものではなく、青少年をすべての大人が
守り育てるため、大人が心がけなければならない最小限のことを定めたものです。
　なお、テレホンクラブ等営業の増加に伴う青少年への悪影響が懸念されてきたことか
ら、風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律が改正され、テレホンクラブ等
営業について同法で規制することになりましたので、平成１３年１２月、条例から関連条項
の削除が行われました。また、これまで規定されていた有害図書類の区分陳列について、
実効性を確保するための条例の一部改正が行われ、その陳列方法の明確化を図りました。
（平成１４年７月１日施行）
　青少年の健やかな成長を援助するため、大人一人ひとりの自覚が求められています。

○条例の規定に基づく届出状況
　条例により、「図書類・がん具類自動販売機」、テレホンクラブ等営業を利用するため
の「利用カード」について販売の届出が義務づけられています。
　なお、条例に基づく届出状況は表Ⅱ－１－１５のとおりです。
○「バタフライナイフ（通称）」の有害がん具類への指定
　青少年によるバタフライナイフを使用した凶悪事件が相次いだことから、神奈川県青
少年保護育成条例に基づき、「バタフライナイフ（通称）」を「生命または身体に危害を
及ぼし、青少年の健全な育成を阻害するおそれがあるもの」として、有害がん具類に指
定しました（平成１０年３月１３日神奈川県告示第１７６号）。これにより、バタフライナイフ
を少年に売ったり、貸したりする等の行為は禁止されています。
○「完全自殺マニュアル」の有害図書類への指定
　未成年者の自殺現場で「完全自殺マニュアル（発行所：㈱太田出版）」が発見される事
例が相次いだことから、神奈川県青少年保護育成条例に基づき、同書を「青少年の健全
な育成を阻害するおそれがある」として、有害図書類に指定しました（平成１１年１０月２２
日神奈川県告示第８７２号）。これにより、同書を青少年に売ったり、貸したりする等の行
為は禁止されています。

▼広報啓発
○八都県市青少年健全育成共同啓発事業
　青少年の行動範囲は都県域を越えて広域化しており、また青少年を取り巻く問題も共
通化していることから、平成１６年度に埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県および横浜市、
川崎市、千葉市、さいたま市の八都県市は、共同作成した共通ポスター、チラシにより、
連携した啓発活動を行うとともに、「稀薄な人間関係社会の課題」をテーマに共同シンポ
ジウムを川崎市中原市民館大ホールで１１月に開催しました。
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表Ⅱ－１－１５　神奈川県青少年保護育成条例に基づく届出状況

資料出所：青少年課（平成１６年３月３１日現在）

○啓発パネルの貸し出し
　青少年保護育成条例の解説、青少年の非行の実態、地域活動の進め方などをわかりや
すく表現した青少年の健全育成啓発パネルを、年間を通じ青少年関係機関等に貸し出し
を行っており、地域の健全育成啓発活動に活用されています。

▼青少年健全育成シンポジウム
　インターネットや携帯電話の爆発的な普及など高度情報化が進むに伴い、「出会い系
サイト」にからむ、「援助交際」という名の売買春が問題となり、一部には、傷害や殺人
事件にまで発展するケースもあることから、青少年を取り巻く情報メディアの現状と問
題点について考え、その改善に向けて取り組むきっかけとなるようシンポジウムを開催
しました。平成１５年度は、１１月２２日に基調講演「子どもを取り巻く有害環境とネット社
会での対応策」やパネルディスカッション「希薄な人間関係とネット社会～出会い系サ
イトなどを取り巻く課題～」の内容で開催されました。
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図書類等自
動販売機等

利用カード
販 売 場 所市　町　村

２３８３６１横 浜 市

６８１０３川 崎 市

１０２９横 須 賀 市
横
須
賀
三
浦

１９鎌 倉 市

００� 子 市

００三 浦 市

００葉 山 町

６３８１相 模 原 市

県

央

７４４厚 木 市

３６６７大 和 市

２９２７海 老 名 市

６８座 間 市

２７１０綾 瀬 市

７５愛 川 町

００清 川 村

１７４９平 塚 市

湘

南

１９３６藤 沢 市

８９茅 ヶ 崎 市

２３１３秦 野 市

５１９伊 勢 原 市

１０１寒 川 町

００大 磯 町

０１二 宮 町

図書類等自
動販売機等

利用カード
販 売 場 所市　町　村

９台２南 足 柄 市

足

柄

上

６０中 井 町

５８大 井 町

２０松 田 町

００山 北 町

００開 成 町

２９１９小 田 原 市西

湘

００箱 根 町

００真 鶴 町

０１２湯 河 原 町

００城 山 町
津

久

井

００津 久 井 町

３０相 模 湖 町

００藤 野 町

６２８９１３合　　　計



－１０３－

■県民運動への支援
▼社会環境健全化推進街頭キャンペーンの実施
　情報化社会の著しい進展、少年による凶悪事件、いじめやいわゆる学級崩壊、薬物の
乱用、性非行、依然として減らない飲酒や喫煙など、青少年問題が大変憂慮される状況
について、広く県民に周知するとともに、青少年を取り巻く社会環境の健全化への取り
組みについて県民の理解と協力を喚起し、青少年がたくましく“生きぬく力”と他者を
思いやる“共感する心”を自らはぐくむための社会環境づくりを行うため、関係機関・
団体と県、市町村が連携して社会環境健全化推進街頭キャンペーンを行いました。平成
１５年度は、県内各地でそれぞれ７月と１１月の２回実施しました。

▼かながわ青少年社会環境健全化推進会議
　青少年を取り巻く社会環境の健全化活動を推進していくためには、条例等による規制
の強化と併せ、県民総ぐるみの運動が車の両輪となって展開されていく必要があること
から、平成８年５月２９日、行政と民間の関係機関・団体などからなる「かながわ青少年
社会環境健全化推進会議」が発足しました。また、平成１３年度からは事務局を�青少年
協会に移し活動しています。
　県民一人ひとりの意識の高まりとともに、こうした全県的な活動が各地域の組織との
連絡調整・情報交換等による相互協力のもと展開されていくことが、より大きな成果に
つながると考えられます。

▼神奈川県青少年の環境に関係する業界協議会
　青少年の健全育成を図る趣旨から、青少年を取り巻く社会環境をよりよくするために、
昭和６１年１２月「神奈川県青少年の環境に関係する業界協議会」を図書、映画、たばこ、
ビデオなど青少年の環境に関係する業界団体の参加（現在２１団体）でつくりました。
　青少年の環境に関係する業界協議会は、業界団体自身の自主規制、広報啓発活動をと
おして青少年を取り巻く社会環境の健全化に取り組んでいます。

■非行防止・被害少年保護対策
　警察では、少年非行の防止や被害少年の保護・支援をするため、次のような活動を進
めています。

○街頭補導
　地域の皆さんや民間ボランティアである少年補導員、少年警察協助員等の協力を得て、
不良行為少年等を早期に発見、補導して適切な助言指導を行い、非行防止を図っていま
す。
○少年相談
　非行問題や犯罪、いじめ、虐待等の被害を受けた少年や保護者、その他関係者等から
広く相談を受け、少年の行動の改善、家庭環境の調整等に必要な助言、相談等を行って
います。必要に応じ、他の相談機関の紹介もしています。
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○継続補導
　非行少年、不良行為少年に対し、保護者等から依頼があった場合、または少年非行防
止上必要があると認められる場合は、一定期間継続して少年自身、家庭、交友関係等の
指導、調整を行っています。
○継続的支援
　被害少年の精神的打撃の軽減と被害経験からの立ち直りを図るために、長期的かつ定
期的な支援活動を行っています。
○少年の福祉を害する犯罪の取締り
　児童を対象に、携帯電話やパソコンの出会い系サイトを利用した児童買春、暴力団や
悪質風俗業者等による組織的な人身売買や少女売春、児童ポルノの製造・販売、薬物の
密売など少年の福祉を害し又は少年に有害な影響を与える福祉犯罪の取締りを強化する
とともに、被害少年を早期に救出・保護する活動を行っています。
○万引き・乗物盗等の防止
　少年非行の大半は、万引き・乗物盗等が占めています。こうした非行を誘発させない
ために、地域の人々の協力で駐輪場の設置や商品の陳列方法の改善、防犯カメラ・防犯
ミラーの設置等、非行を抑止する環境や条件の整備をはじめ、少年補導員等の民間ボラ
ンティアの皆さんとの連携を図り、万引き・乗物盗等の多発地域における重点的街頭補
導活動を実施するとともに、町内会の回覧板、放送等生活に密着した各種広報媒体を活
用しての情報発信、さらに家庭や学校でのしつけ、規範意識の醸成を図るための非行防
止大会、非行防止教室等を開催して、地域における非行防止活動を推進しています。
○薬物乱用防止
　薬物乱用の危険性、有害性を啓発するため、乱用防止ビデオ、リーフレット等を活用
するほか、学校等と連携し、薬物乱用防止広報車を派遣したり、薬物乱用防止教室等を
積極的に開催しています。

表Ⅱ－１－１６　福祉犯罪検挙状況

（人）　　　

資料出所：県警少年捜査課
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－１０５－

■青少年団体活動
　青少年団体の現状をみると、地域を基盤とした青年集団が急激な都市化の影響を受け
て衰退し、スポーツや文化活動を小集団で同好の者が行うサークル化が進んでいます。
　また、少年団体については、地域を母体とした子ども会、独自の教育訓練を行ってい
るボーイスカウト、ガールスカウト、海洋少年団、健民少年団などが県内各地域で着実
に活動しています。（４３～４５ページ参照）

▼優良子ども会表彰
　県では、子どもやジュニア・リーダーが主体となって積極的に活動している子ども会
の表彰を昭和４６年度から行っています。この表彰制度は、子ども会活動が自然や人との
ふれあい、文化、スポーツ、遊びなどの豊かな体験を得る場として大きな意義を持つこ
とを踏まえ、子ども会活動の育成、発展を図ることをねらいとするものです。
　平成１５年度の表彰式は、平成１６年２月２８日に綾瀬市民スポーツセンター体育館で行い、
５５団体を表彰しました。また、この表彰式と併せて、子ども会相互の交流の場や子ども
会活動の発表の場として子ども会大会を開催していますが、平成１５年度はジャンプロー
プなどのアクティブゲームを取り入れて行いました。
　なお、県下の子ども会数、会員数等の状況は、４１ページの表Ⅰ－６－２のとおりです。

■勤労青少年への支援
○「勤労青少年の日」記念事業
　勤労青少年福祉法は、ひろく国民が勤労青少年の福祉についての関心と理解を深め、
かつ、勤労青少年がみずからすすんで有為な職業人としてすこやかに成育しようとする
意欲をたかめるため、毎年７月の第３土曜日を「勤労青少年の日」と定めています。県
では、この「勤労青少年の日」記念事業として、平成１６年度は、７月１５日に「優良勤労
青少年等表彰」を県庁本庁舎大会議場で実施しました。
○企業内福祉推進者の設置
　県では、県と事業主及びその団体等が協力して、勤労者の福祉の増進を図るため、事
業主等に対し企業内福祉推進者の選任を勧めています。企業内福祉推進者は、勤労青少
年の職場適応を容易にし、職場生活等についての相談・指導助言、余暇活動等の促進の
ための指導・援助等を行っています。
○地区企業内福祉推進者協議会
　企業内福祉推進者は、勤労者の福祉の効果的増進を図るために、県内６地区に企業内
福祉推進者協議会を設置し、自主的に活動しています。各地区協議会では、勤労青少年
を対象とした事業をはじめ、福祉推進者相互の情報交換、自己研さん等を実施していま
す。県では、これらの事業を積極的に援助しています。

 

２　成長段階に応じた多様な
　　体験活動の促進
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■ボランタリー活動などへの支援
▼かながわボランタリー活動推進基金２１
　地域社会がますます多様化している中で、ボランタリー活動（不特定かつ多数のもの
の利益の増進に寄与することを目的とした非営利の公益的活動）が果たす役割は、より
一層大きくなってきています。そこで、県では、ボランタリー活動の自主性、主体性を
尊重しながら、県と団体等が協力し合い協働して事業を進めていくことや、活動を促進
するための支援を目的として、平成１３年４月に「かながわボランタリー活動推進基金２１」
を設置しました。
　この基金では、具体的な事業として、
①県とボランタリー団体等が協働して行うことで相乗効果が高まると期待できる、地
域社会にとって必要な公益を目的とする事業に対して、基金からその事業に要する
経費を負担する「協働事業負担金」
②ボランタリー団体等が行う、地域が抱える課題の解決に向けて自発的に取り組む事
業や、社会変革を目指してチャレンジする公益を目的とする事業に対して、基金か
らその事業に要する経費を補助する「ボランタリー活動補助金」
③ボランタリー活動がより一層盛んに行われる社会になることを目指して、他のモデ
ルとなるような活動を行っている団体等を表彰する「ボランタリー活動奨励賞」

の３つの事業を実施して、ボランタリー団体等の活動の推進を図っています。

▼かながわ県民活動サポートセンター
　県民のさまざまなボランタリー活動を総合的に支援する拠点施設として、平成８年４
月にかながわ県民センターの６～１１階にオープンし、ボランタリー活動に参加したい人
への情報提供と相談の場として、また、すでに活動を始めている人たちの活動の場とし
て、ボランティア同士の交流の場として、次のサービスを提供しています。

　＜開 館 日＞年中無休（１２／２９～１／３を除く）
　＜利用時間＞午前９時～午後１０時
○ミーティングルーム（６～７階）
　ボランタリー活動のための専用会議室（１６室／定員１２～４２名）です。
○ボランティアサロン（９～１０階）
　打ち合わせなどに自由に利用できるフリースペースで、印刷機・紙折機などを備えた
ワーキングコーナーやロッカー（３５０個）、レターケース（４３２個）等を備えています。
○ボランティア・交流サロン（１１階）
　利用団体のネットワークづくりや交流を行う場として、ワークショップやセミナー等
の催しにご利用いただけます。
　交流サロンとして利用していないときは、ボランティアサロンとしての利用ができま
す。
○ボランティア情報・相談コーナー（１１階）
　ボランタリー活動に関する各種資料の閲覧やパソコンによるボランタリー活動情報等
の検索、さまざまな相談にお応えするコーナーです。

－１０６－
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－１０７－

　なお、平成１５年度は延べ３８万７，５４７人の利用があり、利用団体数も確認できたものだけ
で１，９６２団体にのぼっています。

▼地域におけるボランタリー活動の支援
　ボランタリー活動をはじめとする市民の自由な社会貢献活動を行う団体に法人格を付
与し、そうした活動を促進する「特定非営利活動促進法」が、平成１０年１２月１日に施行
されました。この制度により県の認証を受けた法人は、平成１６年１０月末現在１，１１７と
なっています。
　市町村においても、ボランタリー活動を支援するため、活動の拠点としてのサポート
センターや活動支援コーナーなどが１３市１町で設置されているほか、助成金を制度化す
るなど、多様な取組みが進んでいます。
　県では、かながわボランタリー活動推進基金２１での実績やかながわ県民活動サポート
センターの運営などの経験を活かしてこうした市町村の取組みを支援し、県民のボラン
タリー活動の機会充実を図っています。

▼かながわ体験活動ボランティア活動支援センター
　青少年の学校内外における多様な体験活動・ボランティア活動を推進するため、平成
１５年１月、神奈川県生涯学習情報センター内に、「かながわ体験活動ボランティア活動支
援センター」を設置しました。
○ボランティア活動等に関する情報の収集・提供
　公民館等の施設や団体等から体験活動やボランティア活動に関する情報を収集し、活
動してみたい子どもたちや関心のある保護者、学校関係者に対して、ＨＰにより活動情
報を提供するとともに、各地で行われた活動事例の紹介を行っています。
○相談活動
　コーディネーター等を配置し、面談・電話・ファクシミリ等による相談活動を行って
います。
○体験活動ボランティア活動の啓発
　ボランティア活動等に関する啓発用のポスターやチラシを作成し、県内の小・中・高
等学校、盲・ろう・養護学校をはじめ、公民館や青少年関係施設に配付しました。

▼地球市民かながわプラザ
　多文化理解の推進や地球的規模の課題への認識を深めるための多様な学習機会を提供
するとともに、ＮＧＯなどの活動への支援を行っています。
○展示室等を活用した学習機会の提供
　「こどもファンタジー展示室」「こどもの国際理解展示室」「国際平和展示室」の３つの
常設展示室を設置し、展示ボランティアの制度を設けています。また、留学生トークタ
イムや地球市民フォーラム、食と暮らしの体験セミナーなど、多彩な学習機会をＮＧＯ
等と協力しながら提供しています。
○情報フォーラム・映像ライブラリー
　県民やＮＧＯ等の国際理解や国際交流・協力活動を支援するために、図書や資料の閲覧、
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貸出を行うとともに、ビデオ視聴サービスによる映像情報を提供しています。また、ＮＧ
Ｏなどが打ち合わせに使えるフォーラムスペースも設置しています。
○会議室・ラウンジ
　セミナーやフォーラムなどのできる会議室の貸し出しを行うとともに、市民交流の場
などとして利用できるラウンジ内に作業コーナーを設け簡易印刷機、ロッカー、広報
ボードなどを備えています。
○料理室・創作スタジオ
　世界のさまざまな食文化や音楽を体験しながら国際交流できるように、貸し出し施設
として料理室や創作スタジオを設置しています。

■生涯学習への支援
▼生涯学習情報センターの運営
　市町村や大学、専修・各種学校、カルチャーセンター等の幅広い関係機関との広域的
なネットワークを構築し、県民の生涯学習を支援するための情報・交流拠点として「生
涯学習情報センター」（かながわ県民センター５階）を運営しています。
　センターの主な機能は、次のとおりです。
○生涯学習情報の提供
　県、市町村のほか、民間の教育機関等が提供する学習講座をはじめとしたさまざまな
生涯学習情報を収集し、その情報をインターネットを利用した生涯学習情報システム「Ｐ
ＬＡＮＥＴかながわ」を中心に、学習情報誌「ＰＬＡＮＥＴかながわ」、パンフレット資料など
により、幅広く提供しています。生涯学習情報システムは、講座・催し物情報や資格・
試験情報を中心に利用され、平成１５年度のトップページへのアクセス件数は１７万３，２１０
件でした。情報内容は、次のとおりです。
・講座・催し物情報
　さまざまな機関で開催される講座・講演会・催し物の内容や開催時間などの情報
・指導者・人材情報
　講演会の講師や学習グループの指導者、生涯学習ボランティアの連絡先や指導（活
動）内容などの情報
・資格・試験情報
　国家試験や検定試験の種類や取得方法、試験日、問い合わせ先などの情報
・教材・機器情報
　家庭教育・人権教育のビデオテープ、学習に利用できる教材や機器の所在や利用方
法などの情報
・団体・グループ情報
　学習サークルの活動内容や活動日、連絡先などの情報
・施設情報
　博物館・美術館などの学習・文化施設や、サークル活動・スポーツに利用できる施
設の所在地、利用方法などの情報
・おでかけ情報
　文化財やハイキングコース、「かながわの５０選・１００選シリーズ」の内容や見学方法
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などの情報
○学習相談の実施
　面談、電話、ＦＡＸ、電子メールにより、専門の学習相談員が学習相談を行っています。
○生涯学習支援者等の研修
　市町村生涯学習関係職員・社会教育主事・社会教育施設職員及び民間団体のリーダー
など生涯学習指導者等の養成・研修を行っています。
○学習成果の活用への支援
　学習者がさまざまな機会や場を通じて学んだ成果を、職場や地域などの社会参加活動
に生かすための支援として，指導者・ボランティアの登録、団体・グループの登録を行
うほか、グループの活動成果等の展示（絵画など）活動への支援を行っています。

▼生涯学習放送事業
　県教育委員会では、青少年を含めた県民の多様な学習ニーズに応え、学習の機会を提
供するため次の番組を制作し、県域テレビ放送局（ｔｖｋ）を通じて放映するとともに、
各放送番組のビデオを貸し出しました。

○神奈川再発見（２０分）
　郷土かながわへの理解と関心を深めるため、県内各地の自然・歴史・文化などを紹介
する番組を毎週日曜日（年末年始等を除く）午前１０時から放映しました。
○すこやかファミリー（１５分）
　家庭教育についての情報を提供する番組を毎週日曜日（年末年始等を除く）午前１０時
４０分から放映しました。

▼県立学校公開講座等の開催
　県民の多様な学習ニーズに応えるため、県では、県立学校や県機関の教育資源を活用
した講座を開催しています。平成１５年度の県立学校公開講座及び県立機関活用講座等の
開催状況は、次のとおりです。

○県立学校公開講座の開催
　県立学校を地域に開かれた学習・文化・スポーツ活動の場とするため、その教育機能
を生かした県立学校公開講座を開催しました。歴史、文学、書道、美術、パソコン、郷
土研究などの学習・文化系講座を７８校で８４講座、テニス、バスケットボールなどのス
ポーツ教室を５校で５講座開催し、１，８０５人が受講しました。
○県立機関活用講座等の開催
　県の有する人材等の資源を活用した学習機会を県民に提供するため、県立図書館、金
沢文庫などの社会教育施設において県立機関活用講座を６講座、生涯学習情報センター
などにおいて県立機関人材活用講座を３講座開催し、「歌舞伎４００年伝統の重みと現代」
「神仏出現」「かながわの自然と環境」などの講座に５２３人が受講しました。
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▼県立学校施設の開放
　青少年を含めた県民の地域の学習・文化・スポーツ活動等の場として県立高等学校等
の図書室、会議室、美術室、音楽室などの学習施設や体育館、テニスコート、グラウン
ドなどの体育施設を開放しました。平成１５年度は、１６７校で実施し、延べ４７２，４２３人の利
用がありました。

▼市町村生涯学習・体育施設への助成
○生涯学習施設
　青少年の多様な学習ニーズに応えるため、県では、市町村の公民館・図書館などにお
ける身近な学習活動のための施設整備に対して、助成を行いました。
＜助成の状況＞（平成１５年度）
　・公民館　　　　　　　２市１町３施設
　・図書館　　　　　　　２市２施設
　・その他　　　　　　　１市１施設
○体育施設
　県では、スポーツ振興を図るために市町村が行う体育施設の整備に対し、助成制度を
設け援助しています。
　平成１５年度には、秦野市中央運動公園Ｓ字型プール改修事業に対して助成を行いまし
た。

■障害児の交流活動の充実
　民間、行政、学校等で組織して取り組んだ障害児の地域参加を支えるしくみづくり研
究委員会の成果を生かし、休日や長期休業日に、障害のある児童生徒が地域の活動に積
極的に参加することができるように、社会教育関係者や社会福祉協議会、ボランティア
センターと養護学校等が連携して、ホリデースクールやサポートホリデーコンサートな
どの活動を行っています。また、こうした取り組みを通し障害のある児童・生徒の地域
参加活動を促進するためにはボランティアやそのリーダーの養成が不可欠であるとの視
点から、盲・ろう・養護学校では、地域関係機関と連携したボランティア養成等につい
ても取り組んでいます。

■地域で子どもを育む事業～かながわ子どもワクワク体験～
　平成１４年度からの完全学校週５日制の実施に伴い、地域で子どもを育てる環境を充実
させ、さまざまな子どもたちの体験活動を推進するため、文部科学省では、「地域の体験
活動等の体制整備・情報提供」「子どもを核とした地域の様々な活動の機会と場の拡大」
「家庭教育に関する相談体制の充実と学習機会の提供」を３つの柱とした「新子どもプ
ラン」を推進しています。
　本県でも、「新子どもプラン」の取り組みと県独自の取り組みを合わせ「地域で子ども
を育む事業～かながわ子どもワクワク体験～」の推進を図り、さまざまな体験活動の機
会の充実を図っています。

－１１０－
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■自然とのふれあい活動の促進
▼ふれあいの村の運営
　児童・生徒・青少年等が、自然の中でさまざまな体験や人々との交流を通じて、自立
心・思いやり・協調性等をはぐくむふれあい活動を実践するための施設として、「県立足
柄ふれあいの村」（南足柄市）を平成２年７月にオープンしました。また、平成５年４月
には「県立愛川ふれあいの村」（旧：野外教育センター、愛川町）を、さらに平成７年４
月には「県立三浦ふれあいの村」（旧：三浦臨海青少年センター・少年自然の家三浦臨海
学園、三浦市）をオープンしました。
　これで森型の「足柄ふれあいの村」、山型の「愛川ふれあいの村」及び海型の「三浦ふ
れあいの村」のそれぞれ趣の異なった「ふれあい活動３拠点体制」が確立し、平成１５年
度は延べ３３万５，０００人余が、野外活動や交流の場として利用しました。

▼自然とのふれあい研修
　県立自然保護センターでは、子供たちとその家族が自然の中で１日を楽しく過ごす
「自然発見クラブ」を開催しました。平成１５年度は３回実施し、７８人の参加がありま
した。
　また、総合学習等で自然保護センターに来所する児童・生徒のために自然観察会を１８
団体、１，０５５人を対象に実施しました。

▼森林づくりボランティア活動
　県民生活に多大な恵みをもたらしている神奈川の大切な森林を県民が一体となって守
り育てていくために、�かながわ森林づくり公社の行う森林づくりボランティア活動を
支援しています。
　平成１５年度は、森林づくりを体験し理解するための植栽、下草刈り、枝打ち、間伐な
どの作業を１２９回実施し、青少年や家族連れを含めて延べ６，２５３人が参加しました。

▼森の教室
　南足柄市にある県立２１世紀の森では、自然の中で親と子がふれあいながら森林や林業
について学習・体験することを目的に「森の教室」を開催しています。
　平成１５年度は、親子木工教室８回（貯金箱、本立てなどの製作）、親子自然教室２回
（昆虫や野生のきのこの観察など）、森林体験文化教室８回（林業体験、草木染め、竹炭
作りなど）、木工教室２回（丸太のベンチ作り）を実施し、４０６人が木工の楽しさや自然
のすばらしさを体験しました。
　このほか、県立２１世紀の森では、森林や林業について展示した森林館や木工を楽しむ
ことができる木材工芸センターを開放しています。

■こどもエコクラブの推進
　「こどもエコクラブ」は、次世代を担う子どもたちが、地域の中で仲間と一緒に主体的
に地域環境、地球環境に関する学習や、具体的な取り組み、活動を行うため設立するも
のです。このような子どもたちを支援するため、環境省は平成７年度から「こどもエコ
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クラブ事業」を実施しています。
　各クラブは、数人から２０人程度の小・中学生で構成され、メンバーの興味・関心に基
づき自ら活動内容を決めて自主的に活動を行います。
　また、自主活動をより楽しく豊かなものにするために、全国事務局（�日本環境協会）
では、全国のクラブの共通的学習活動等を行っています。
　県は、会員加入の促進とクラブ活動の全県的な広がりをめざして、クラブの募集・登
録受付事務を行う事務局の開設を全市町村に働きかけるとともに、県内こどもエコクラ
ブ交流会及びクラブの活動を支援する大人のための研修会などを開催しています。
　平成１６年３月末現在、県内では１７３クラブ、２，５５９人が活動を行っています。

■みんなのまちづくり教室
　みんなのまちづくり教室は、２１世紀を担う子どもたちに公共事業をとおして、まちづ
くりを理解してもらうために、土木事務所などの職員が講師となって小学校に赴き、道
路や河川などの公共事業について、教室で説明を行ったり現場見学会などを実施するこ
とにより、体験学習してもらうものです。
　平成１５年度は、土木事務所等１３事務所で全５７回、４，６２１人の児童が参加しました。（み
んなのまちづくり教室と同趣旨の事業１１回分を含む）

■青少年の科学技術活動の促進
▼かながわサイエンスサマー
　近年、若者の間で科学技術への関心が薄れる傾向にあり、将来的な問題として、社会
全体の科学技術的素養の低下や科学技術の発展を担う科学者、技術者不足が憂慮されて
います。
　将来の科学技術人材の育成に向け、特に小・中学生を対象とした科学技術の学習機会
の創出を図るため、神奈川県内の科学技術資源を活用して、平成６年度から夏休みの最
終週を「かながわサイエンスウィーク」に設定し、県試験研究機関、科学館、博物館、
大学などが科学技術に関するさまざまな行事を実施してきましたが、参加機関数、行事
数、参加者数は年々増加し、内容も充実してきました。
　そこで、科学技術の学習機会の一層の拡大を図るため、平成１３年度から「かながわサ
イエンスサマー」に名称を変更し、実施期間を１週間から夏休み全体（７月２０日頃～８
月３１日）に拡大して実施しています。
　平成１６年度は、９５機関で２１１行事が行われ、３０万８，８１３人（うち小・中・高校生は、６
万８，８０４人）の参加がありました。

▼科学技術理解増進事業
　ロボフェスタ神奈川２００１によって高まった青少年の科学技術への興味・関心や、企業・
大学・ボランティア等の間で形成されたネットワークなどを継承、発展させていくため
平成１５年度は次の事業を行いました。
○研究者・技術者等学校派遣事業
　県内の研究者・技術者を県内の小・中学校へ派遣して、電気や新エネルギーの実験、
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稲穂の観察、ロボットの製作実習など体験型授業（４７校）を実施しました。
○創造工房事業
　・中学生ロボット工作教室
参加者が大学の先生等からアドバイスを得ながら、創意を活かしたロボット製作に
取り組む工作教室を県内６箇所で実施し、１１４人が参加しました。
　・中学生ロボット競技会
学校や工作教室で参加者が作り上げたロボットを操作し、課題に挑戦する競技会を
県内８地域で実施し、２５４チーム５８３人が参加しました。
　・創造工房
青少年にものづくりや科学体験を十分な指導を受けながら自主的に体験できる場を
提供する活動として、ロボット開発にまつわる講演、レスキューロボットの操作体験、
工作教室、探索競技会を実施し、見学者を含め５０人が参加しました。
○県立青少年センター科学体験事業
　　・ものづくりこどもサイエンス教室事業
　　　「ロボット工作・競技会」１３４人参加
　　　「ロボットセミナー」４５人参加
　　　「ものづくり教室」１７人参加
平成１６年度は、「ロボット工作・競技会」「ロボットセミナー」「ものづくり教室」に
加えて「小学生ロボット工作・競技会（プチロボで競走しよう）」を県内各地で（今年
度は、西湘地区、県央地区、平塚秦野地区）で開催することにより、身近な場所で青
少年にロボットを中心にした科学技術に関する体験学習の機会を提供しています。
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■かながわ青少年支援・指導者育成指針
　社会状況の変化などによる青少年自身と青少年をめぐる状況の変化に伴い、指導的関
わり方だけでは現代の青少年への対応は不十分であり、青少年の社会的自立を促進する
ためには支援する形での関わり方ができる大人・若者の育成も必要になってきました。
そういった青少年指導者養成をめぐる環境の変化に、より効果的に対応するために平成
１５年度に『かながわ青少年支援・指導者育成指針』を策定しました。この指針に基づい
て、子ども・若者に関わる大人・若者を青少年支援・指導者と位置づけ、その育成を行っ
ています。
　この指針では、青少年の育成の視点として、「多様な体験学習の促進」「主体的な参画
の促進」「社会的自立の支援」の３つを掲げています。そのためには指導的な関わり方だ
けではなく、青少年の持っている能力を引き出すための支援をすることが青少年支援・
指導者の役割であるとしています。
　また県・市町村・青少年関係団体は、「人材育成」「活動支援」「連携・調整」の面で、
それぞれの特性を生かして取り組むことになっています。
　なお、平成１５年度は、表Ⅱ－２－１の事業を行いました。

表Ⅱ－２－１　平成１５年度青少年指導者養成研修事業実施状況

資料出所：神奈川県青少年指導者養成協議会

※平成１５年度までは、「神奈川県青少年指導者養成総合計画」に基づき、青少年指導者の
養成を図って来ました。上記の表Ⅱ－２－１では、県の事業に関して、県青少年総合
研修センターと県立清川青少年の家で実施したものです。
※平成１６年度から県青少年総合研修センターは県立青少年センターに統合され、人材育
成機能を強化し、県立清川青少年の家と共に青少年支援・指導者育成研修を実施して
います。

■青少年支援・指導者の育成
▼市町村域や青少年団体で中心的な存在となる青少年支援・指導者の研修
○地域の子ども・若者・大人の参画による多様な活動を立ち上げ、円滑に運営していく
ための調整を図る青少年支援・指導者を育成しています。
○地域活動に青少年の参画を促し、その考えや意見を引き出し、活動を通じて社会的自
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計青少年関係団体市町村県実施主体・事業数・人数

研修名
区 分

人数事業数人数事業数人数事業数人数事業数
３，８３６３１８１２３，７５５２９００少年リーダー研修少

年
・
青
年

リ
ー
ダ
ー

へ

の

研

修

２，０４２４４６２３１，９６０３９２０２中・高校生リーダー研修
５８０１０４５２５１０５４２３１青年リーダー研修
６，４５８８５５９５１０５，８２０７２４３３小　　計
３，６５６４３１，７７１１６１，３７４１４５１１１３成人指導者研修多

様
な
活
動
に

対
応
す
る
指
導

者
へ
の
研
修

４，０８１７２７０２４，０１１７０００委嘱指導者研修
４，２３２３６６０３４，１７２３３００青少年団体指導者研修
１１，１９６２０２０３４００１１７７６６その他の研修
１３，１６５１７１１，９２１２４９，９５７１２８１，２８７１９小　　計
１９，６２３２５６２，５１６３４１５，７７７２００１，３３０２２合　　　　　　　計
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立の支援をする青少年支援・指導者を育成しています。
○青少年の多様な体験学習の促進を目指した事業を展開しています。その中で自然体験
活動のイベントを企画・運営するための実務研修なども実施しています。
▼青少年行政関係職員等の研修
○青少年行政等に関わる職員に必要な基本的な研修及び積み上げ的な研修を実施し、職
務の遂行に必要な能力の向上を図るとともに相互の連携、効果的な職務の遂行に必要な
能力の向上・知識技術の習得・ネットワーク化・情報交換の活発化を図っています。
○児童館等の指導員を対象に、青少年が自ら成長するための環境づくりや支援するため
に必要な知識・技術を習得し、能力の向上を図るための研修を実施しています。
▼グループ活動や青少年に関わる活動をしている若者のスキルアップを図る研修
○青少年グループの活性化を図り、より効果的な活動を進めていく上で必要な組織運営
上の課題の解決策を探り、グループのリーダーとしての組織運営能力の向上を図るため
の研修を実施しています。
○若者対象に、子どもが地域の活動等に主体的に参画することができるように支援する
ために必要な知識・技術を習得し、能力の向上を図る研修を実施しています。またボラ
ンティア活動におけるリーダーを育成するための研修も実施しています。

■青少年育成のための実践的調査研究
▼活動プログラムの開発普及
　青少年に関わる魅力ある地域活動を立ち上げ、展開・定着させる青少年支援・指導者に
必要な活動プログラムを研究・開発し普及していきます。
▼活動に必要なノウハウのアレンジ・普及
○「人間関係を取り結ぶ力」や「関わり合う力」の向上を、現代の青少年をめぐる諸問
題の解決に向けた重要な視点と位置づけ、「異なる立場の関わり合い」を支援できるコ
ミュニケーション能力・技法を学ぶためのワークショップを実験的に行い、研究開発し
普及を図っています。
○青少年活動に役に立つマニュアル・手引を作成します。

■啓　発
▼青少年育成のための啓発
　次代を担う青少年が健やかで豊かに育つ環境づくりをめざして、広く青少年問題や青
少年の参画による多様な活動について啓発を図るとともに、時代的な問題の解決に向け
た討議や情報交換の場とするために、青少年問題フォーラムを実施しています。

■青少年支援・指導者への支援
▼情報収集・提供
○青少年資料室を運営していくとともに整備して、青少年に関わる文献・資料・報告書
等を整備して、効率的に運営できるようにします。活動場所等についての情報を収集し、
青少年支援・指導者及び青少年行政関係職員等への情報提供を図ります。
○青少年を支援・指導することのできる講師リストを作成し、青少年関係機関に配布し
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情報提供します。
○青少年活動に役に立つ情報を収集し、その結果をホームページ等で公開し情報提供を
します。

■連携・調整
▼青少年指導者養成協議会
　県・市町村・青少年関係団体等で構成する青少年指導者養成協議会を設置し、『かなが
わ青少年支援・指導者育成指針』に基づく事業を円滑に推進するための方策等の検討を
行っています。

■生涯学習支援者の養成
　生涯学習支援者は、地域社会の人々の学習ニーズに応じて、学習機会や場を提供する
とともに、学習活動の支援を行います。社会教育主事、社会教育指導員などの社会教育
行政職員、また公民館主事、学芸員、司書などの社会教育施設職員など、社会教育・生
涯学習に関する専門的職員がこれにあたります。県では、生涯学習支援者の力量を高め
るため、対象別や課題別の研修を行っています。
○ＰＴＡ指導者研修会
　ＰＴＡ指導者を対象に家庭教育のあり方やいじめ問題、薬物乱用、性非行問題などの解
決のための方策を協議する研修会を行いました。
　この研修会は県内に７つある教育事務所、県立高等学校ＰＴＡ連合会とタイアップして
実施しました。（２８日間１，５８２人参加）
○学校と地域との協働セミナー
　県内公立小・中・高・養護学校等の教職員、学校支援ボランティア関係者、社会教育
関係団体関係者、行政職員が参加して、「学校と地域がつくるこれからの学び」をテーマ
に学校と地域のあり方に関して研究・協議しました。（５日間２２５人参加）
○社会教育主事セミナー
　県・市町村の社会教育主事、社会教育主事資格者が参加して、「青少年の奉仕活動・体
験活動の充実に向けて」をテーマに、生涯学習・社会教育の推進上必要な知識や技術に
ついて、研究・協議しました。（４日間４６人参加）
○公民館担当者セミナー
　公民館主事・公民館職員を対象に、「生涯学習拠点としての公民館の機能と職員のあり
方」をテーマに、地域の社会教育の中心となる公民館の職員等に求められる知識や技術
について研修しました。（４日間６１人参加）
 

－１１６－
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■青少年センター
　県立青少年センターは、青少年の健全育成と県民の教養の向上に資するための総合施
設として、様々な事業を実施していますが、平成１６年４月１日に県青少年総合研修セン
ターと統合し、青少年育成・支援事業の充実を図っています。
　また、青少年センター本館は現在改修工事中で、平成１７年７月オープンを予定してい
ます。
○青少年支援活動
　青少年を支援・指導する方々の育成や力量を向上する研修、県・市町村・青少年関係
団体の連携を図る県青少年指導者養成協議会事業などを実施しています。
　また不登校・ひきこもり・非行などの相談、ＮＰＯへの活動の支援や啓発などの事業
も実施しています。
※主な事業の実施状況はＰ．８５及びＰ．１１４を参照
○科学活動
　科学技術系の人材を育成するために、青少年の科学活動を推進する指導者を養成する
科学教室や青少年が主体的に自らの課題を解決していく科学体験教室を実施するととも
に、青少年の科学に対する興味・関心を喚起・啓発する事業を実施しています。

表Ⅱ－２－２　主な科学事業実施状況

資料出所：県立青少年センター（平成１５年度）

○芸術活動
　青少年の舞台芸術活動と県民の芸術文化の振興を図るため、すぐれた舞台芸術の鑑賞、
演劇・ダンスの講習会、発表会等を実施しています。
　また、青少年・県民の文化活動に対して「かながわドームシアター」の施設・設備の
提供、県域的な芸術文化活動の相互交流を深めるための音楽演奏会、演劇・ダンスコン
クールなどの共催事業も実施しています。

表Ⅱ－２－３　主な芸術事業実施状況

資料出所：県立青少年センター（平成１５年度）

回 数事 業 名回 数事 業 名

２夏休み科学体験教室６１科学なんでも相談

４０移動科学教室２０青少年科学体験指導者対象「科学教室」

４青少年科学活動啓発事業３４課題探究型科学体験教室

１２ものづくりこどもサイエンス教室
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回 数事 業 名回 数事 業 名

２中・高校演劇講習会４舞台芸術等鑑賞会

１ダンス講習会・鑑賞会３小・中・高校演劇発表会

１ダンス発表会



■清川青少年の家
　県立清川青少年の家は、野外活動・自然体験活動・スポーツ活動・文化的活動等を行っ
ている青少年団体がその目的に応じて利用できる宿泊施設です。また青少年の「野外教
育」「環境教育」「自然体験活動」等に携わる指導者の養成事業を展開しており、さらに
それらの指導者が自立し、地域の核となって活動できるように支援しています。

○野外教育
　青少年に生きぬく力を身につけさせるために野外活動は有効な手段となります。グ
ループの信頼関係を築き、協調性を身につけることが期待されます。
　（平成１５年度事業テーマ：プロジェクト・アドベンチャー、カヌー、水辺のレスキュー、野
外救急法等）
○環境教育
　地球上で生活する上で、環境問題を意識しないで生活することはできません。自然環
境の中で生命の大切さや自然の仕組みを学び、どのように生活すればよいか一人ひとり
が考え行動できるようにします。
　（平成１５年度事業テーマ：プロジェクト・ワイルド等）
○自然体験活動
　身近な自然と接する機会が少なくなってきた子どもたちが、自然との接し方を学び、
自然から多くのものを発見することで生きぬく力を身につけます。
　（平成１５年度事業テーマ：水鳥観察、自然体験活動リーダー養成等）

■藤野芸術の家
　県立藤野芸術の家は、青少年をはじめ広く県民全般が利用でき、学校・企業などの大
きな団体から家族・個人まで、利用者の多様なニーズにも幅広く応えられる宿泊型芸術
活動施設であり、「ふれあい」「体験」「創造」を基本テーマとして各種事業を行っていま
す。

○体験事業
　より多くの人々が宿泊や日帰りで、楽しく芸術体験ができる常設事業です。
　（平成１５年度実施状況：陶芸体験、木工体験、ガラス工芸体験、音楽体験等）
○学習事業
　音楽、美術・工芸、アウトドアなどの教室を開催し、それらの技術や知識の向上を図
る事業です。
　（平成１５年度実施状況：初心者ガラス工芸教室、中級者陶芸教室、中級者音楽教室、
アートテクニカルスクール等）
○創造事業
　より専門的な芸術活動、創造活動のための講習会や、優れた芸術家の作品を鑑賞する
事業です。
（平成１５年度実施状況：クラシック音楽の公演等）
 

－１１８－
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表Ⅱ－２－４　藤野芸術の家利用状況

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（人）

資料出所：青少年課

 

平成１４年度利用者平成１５年度利用者区　　　　分

１３，１２７１２，６９８宿 泊 施 設

１，３６８１，１８４テ ン ト サ イ ト

２８，２００２６，３４２ホール・音楽スタジオ等

５４，７５５５５，８３１体 験 工 房

２，８１３２，４８６野 外 活 動 施 設

１００，２６３９８，５４１計
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■青少年育成県民運動への支援
　昭和４５年７月に発足した社団法人神奈川県青少年協会は、県内各地域、団体、企業等
で取り組まれている青少年育成活動を、県民運動として推進する母体として、さまざま
な活動を展開しています。
　平成１５年度は「神奈川県青少年協会事業基本方針」などに基づき、青少年の主体的な
活動の推進や、民間のエネルギーを掘り起こした活動の活性化をめざした運動をすすめ
てきました。その展開に当たっては、
　①ネットワークづくりの推進
　②青少年の社会環境健全化の推進
　③青少年のボランティア活動の推進
を基本として、さまざまな事業を実施しました。
　以下は、青少年育成県民運動推進のための、社団法人神奈川県青少年協会における平
成１５年度の事業です。

▼ネットワークづくりの推進
○ネットワークづくりの推進
　青少年を取り巻く学校や青少年団体、青少年指導者・育成者等が相互に連携協調して、
青少年育成を推進するために、青少年育成県民運動のネットワークづくりを進めました。
　また、青少年育成県民運動の効果的推進のため、青少年関係団体・機関、市民活動団
体や企業等の青少年を取り巻く幅広い関係者の相互協力と連帯を深めました。
○青少年育成県民運動の地域化推進
　青少年育成県民運動の地域化、日常化、継続化を推進するため、県内を７つの地区に
分けたユースネットを立ち上げ、地域で取り組まれている活動の掘り起こしを行うなど、
活動の活性化に向けた支援を進めています。
○青少年協会通信
　青少年協会や地域団体等の活動内容等の情報を提供するため、青少年協会の会員及び
県民向けに青少年協会通信「ユースフル」を発行しました。（年６回、各２，０００部）
○インターネットによる情報提供
　青少年協会の活動や運営する施設を紹介するホームページを開設しました。

▼青少年の社会環境健全化の推進
○かながわ青少年社会環境健全化推進会議の運営
　かながわ青少年社会環境健全化推進会議事務局を運営し、キャンペーン事業やシンポ
ジウムの開催を行いました。

 

－１２０－
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－１２１－

▼青少年の社会参加活動の推進
　現代の青少年に不足している各種の体験活動（野外活動体験、ボランティア活動体験
等）の機会を提供することにより、青少年がたくましく“生きぬく力”と“共感する心”
を自らはぐくむための一助としました。

○中学・高校生のボランティア活動体験支援
　中学・高校生が自主的にボランティア活動を行うことができるよう、青少年活動推進
員、市、社会福祉協議会等の関係機関と協力して、その機会を提供しました。
　・説明会：平成１５年７月１９日　厚木市ヤングコミュニティーセンター
　　　　　　　　　　　　　　　茅ヶ崎地区コミュニティセンター
　　　　　　平成１５年７月２２日　相模原市立青少年学習センター
　　　　　　平成１５年７月２３日　大和市生涯学習センター
　・活動体験期間：平成１５年８月（２日間から５日間）　参加者約２００人
　・発表会：平成１５年８月２３日　厚木市勤労福祉センター
　　　　　　　　　　　　　　　茅ヶ崎地区コミュニティセンター
　　　　　　平成１５年８月２４日　相模原市立青少年学習センター
　　　　　　平成１５年８月３１日　大和市保健福祉センター
　・機会提供団体：４５団体

○地域活動コーディネーター育成講座
　地域活動の活性化を通じて青少年の健全な育成のための環境づくりをすすめるコー
ディネーターとしての知識や技術を身につける講座を開催しました。
　期　日　　平成１５年１２月６日～平成１６年１月３１日（全４回）
　場　所　　ひらつか市民活動センター
　参加者　　青少年指導者８０人

▼ボランティア事故共済事業
　ボランティア事故共済制度は、ボランティア活動中に生じた不慮の事故に対し補償救
済を行うため、昭和５４年度に発足しました。
　実施主体の社団法人神奈川県青少年協会では、傷害給付金等の支払いを行うとともに、
各種会議等を通じボランティア活動の推進と安全対策について広報しています。
＜加入対象、掛金、補償期間＞
　　対　　象：①国内でボランティア活動を行う県民
　　　　　　　②県民以外で県内の施設等を対象としてボランティア活動を行う者
　　掛　　金：一人当たり年間６００円（掛け捨て）
　　補償期間：加入日（加入随時）の翌日から加入年度の３月３１日まで

＜加入・給付状況＞
　平成１５年度（平成１６年３月３１日現在）の加入者数は、８万３，５２１人（前年度８万５，６６３
人）で、給付金支払状況は２２７件（前年度２００件）、１２，４６０，２３３円（前年度１６，１３２，６９３円）
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でした。
　なお、加入者の活動別内訳は次のとおりです。

表Ⅱ－２－５　ボランティア事故共済加入者の活動別内訳

資料出所：（社）神奈川県青少年協会

▼社会の動向に応じた取り組み
　青少年をめぐる問題に対応するため、シンポジウムを開催しました。専門家を講師に
迎え、具体的な事例をあげながら会場の参加者と一緒に考えました。

○「今、子どもたちの中に起きていること」
　期　日　　平成１５年８月９日
　場　所　　かながわ県民センター
　参加者　　約８０人
○「青少年育成に求められていることは何か！」
   「虐待から見えてくる社会とは！」他
　期　日　　平成１５年７月５日、１０月１８日、１１月３日、１１月２９日、１２月６日、
　　　　　　平成１６年１月２４日
　場　所　　かながわ県民センター、横浜市開港記念会館、ひらつか市民活動センター、
　　　　　　相模原市立青少年学習センター、秦野市青少年会館、海老名市役所、
　　　　　　観音崎青少年の村
　参加者　　約３２０人
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平成１４年度加入者数平成１５年度加入者数区 分

人３０，５２７人３０，０５６青 少 年 関 係

２７，３４１２６，２１２福 祉 関 係

３，８６０４，０１９交 通 安 全 関 係

４５９３４３防 犯 関 係
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－１２３－

■「ふれあい教育」運動の推進
▼「ふれあい教育」運動の歩み
　昭和５０年代半ば、校内暴力、家庭内暴力などの教育問題の解決が急務となる中、昭和
５６年の知事の呼びかけにより、県内各地で県民総ぐるみの「騒然たる教育論議」が展開
され、これを契機として、昭和５７年に「神奈川の教育を推進する県民会議」が発足しま
した。以後、「神奈川の教育を推進する県民会議」では、子どもたちに自然や人とのふれ
あいをとおして「他人を思いやる」「生命を大切にする」などの豊かな心をはぐくむため、
学校・家庭・地域の連携により、県内各地で活発な論議などを行い、「ふれあい教育」運
動を推進しています。
　また、「ふれあい教育」運動を一層推進していくためには、子どもたちが自立心や忍耐
力、協調性などをはぐくめるようなさまざまな活動を展開することが必要であり、これ
らの活動の中核となる団体として、平成２年に「財団法人神奈川県ふれあい教育振興協
会」が設立されました。協会では足柄、愛川、三浦の各県立ふれあいの村で、立地環境
を生かしたさまざまな体験活動を行っています。
　県教育委員会では、こうした団体への支援を通して「ふれあい教育」の日常的な展開
を図るとともに、「ふれあい教育」の理念をすべての教育活動の根幹に据え、子どもたち
が個性豊かに、お互いを認め合いながら共に生き、共に育つよう、「個性、共生、共育」
を目標に教育を推進しています。
　
▼神奈川の教育を推進する県民会議の事業
　「いじめ」「薬物乱用」「不登校」などの教育課題が大きな社会問題となるなか、「神奈
川の教育を推進する県民会議」でも、これらの問題を重要な課題ととらえ、学校・家庭・
地域の各専門部会での論議など、明るい教育環境の創造を目指し、さまざまな取り組み
が行われました。
　さらに、こうした問題の解決には、子どもたちが自らの問題として受け止め、考え、
主体的に行動していくことが何よりも重要であるという考えにより、子どもたちによる
教育論議として、「神奈川ふれあい子どもサミット」などを開催するとともに、子どもた
ちの声を仲間に発信し、交流する場として「神奈川ふれあい子ども新聞（ＦＲＩＥＮＤＳ通
信）」を発行しました。
○教育論議の推進
　・神奈川の教育を考える県民のつどいの開催
　・神奈川ふれあい子どもサミットの開催
○広報活動の充実
　・ふれあいメッセージ募集事業
　・神奈川ふれあい子ども新聞の発行

▼財団法人神奈川県ふれあい教育振興協会の事業
　平成１５年度は、学校・家庭・地域における自然・人とのふれあいを通じた青少年の主
体的な活動を促進し、ふれあい教育運動の一層の推進を図るため、次のような事業を展
開しました。 
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○体験活動を通じたふれあい教育の実践
　・子どもふれあい体験活動
　・親と子のふれあい体験活動
○調査研究並びに情報の収集及び提供
　・学級崩壊等教育課題に対応したプログラム開発及び野外活動実践研究
　・ふれあい活動にかかわる情報の収集及び提供
○ふれあい教育に関する指導者の養成
　・指導者研修、公開講座の開催
○県立ふれあいの村の管理運営の受託
　・足柄ふれあいの村、愛川ふれあいの村、三浦ふれあいの村

▼人権・同和教育の推進
　私たちの身のまわりには、子ども、女性、障害者、高齢者、患者等、同和問題、外国
籍県民、ホームレス、犯罪被害者等、その他さまざまな人権問題があります。こうした
中で、県民一人ひとりが、学校教育や社会教育を通じ、人権尊重の理念についての正し
い理解を深め、これを体得し、人権が真に尊重される「共に生き、支え合う地域社会」
の実現をめざした人権教育を総合的に推進しています。
　平成１５年度には、「人権・同和教育指導者養成講座」をはじめとする指導者養成、教職
員や社会教育関係団体（ＰＴＡなど）を対象とした各種研修会・講座の開催、学校等にお
ける人権・同和教育資料の整備などを行いました。

 

－１２４－
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－１２５－

■国際理解・国際交流活動の促進
▼青年国際体験活動への支援
　県では、国際化の進む社会を生きぬく青年が、海外での多様な経験を通じて、自らの
可能性に挑戦し自分の夢を実現していくことは、青年にとってはもちろん、社会の活力
という点からも必要なことだと考え、平成９年度から、青年が行う中・長期の国際体験
活動を支援する事業を行っています。

○神奈川県青年国際体験活動支援事業
　神奈川の、「地域社会が直面している」又は「青少年を取り巻く」諸課題について、青
年が行う中・長期の国際体験活動を支援することで、実体験に支えられた地域や団体で
の活動を展開できる神奈川の若者を育成しています。
　・支援対象期間　　　　　１か月以上２年以下で、応募者が設定（コースにより異
　　　　　　　　　　　　　なる。）
　・支 援 内 容　　　　　必要な経費の１／２以内（上限５０万円／１年）を助成
　・平成１５年度支援人数　　６人
○青年国際体験活動の発表
　平成１６年１月３１日、「神奈川県青少年育成功労者及び神奈川県青少年育成活動推進者
表彰式」において、「青年国際体験活動支援事業」による支援を受けて海外で体験活動を
行った青年が、その活動内容や帰国後の活動の実践例を発表しました。

▼神奈川県青少年海外派遣事業
　県では、�神奈川県青少年協会に委託して、青少年及び青少年リーダーを海外に派遣
し、ボランティア活動体験や現地青少年との交流活動を行うことで、国際化が進む社会
にふさわしい青少年リーダーの育成や指導力の向上を図っています。
　平成１５年度は、タイに１２月２６日から１月３日までの９日間、１４人を派遣しました。

▼神奈川県次世代リーダー養成事業
　県では、世界的な視野で発想・思考・行動できる日本の次世代リーダーの養成を図る
「日本の次世代リーダー養成塾」が平成１５年に開塾されたことから、この養成塾に高校
生等を参加させ、国際化社会をたくましく生き抜く力を備えた神奈川のリーダーの育成
を図ることにしました。平成１６年度は、福岡県グローバルアリーナで開かれた次世代
リーダー養成塾に神奈川県推薦枠で選ばれた１０名の高校生を派遣しました。

▼内閣府青年国際交流事業
　内閣府では、日本と世界各国の青年の交流を通して、相互理解と友好を深め、広い国
際的視野と国際協力の精神を養う機会を提供することにより、国際化の進む社会の各分
野で活躍できる青年の育成を目指しています。
　内閣府で行っているプログラムは、次のとおりです。
○国際青年育成交流
　現天皇陛下（当時皇太子殿下）の御成婚を記念して、昭和３４年から実施してきた「青

�����������	
��
��������	
��
�������



年海外派遣」事業を、皇太子殿下の御成婚を記念し、平成６年度に継承発展した事業で、
約３週間にわたり各国に青年を派遣しています。平成１５年度は、本県からドミニカ共和
国、モロッコ、トルコ、ルーマニアの４か国へ５人が派遣されました。
○日本・中国青年親善交流及び日本・韓国青年親善交流
　日中平和友好条約の締結を記念し、昭和５４年度から中国へ、また、日本・韓国共同声
明及び日韓国交正常化２０周年を踏まえ、昭和６２年度から韓国へ、ともに約３週間、青
年を派遣しています。平成１５年度は、中国へ２人、韓国へ１人が本県から派遣されまし
た。
○世界青年の船
　明治百年事業の一つとして、昭和４２年度から実施してきた「青年の船」事業を発展的
に改組して、昭和６３年度から開始された事業で、世界１２か国の青年が世界青年の船に乗
船し、約４０日間にわたり世界的視点に立った共通課題の研究や討論、交流活動などを行
うとともに、訪問国で現地青年との交流活動を行うものです。平成１５年度は、本県から
９人が派遣され、インド、タンザニア、セーシェルの３か国を訪問しました。
○東南アジア青年の船
　アセアン各国と日本との間の共同声明に基づいて、昭和４９年度から開始された事業で、
日本、インドネシア、マレーシア、フィリピン、シンガポール、タイ、ブルネイ、ベト
ナム、ラオス、ミャンマー、カンボジア各国の青年が、約５０日間にわたり船内で交流、
交歓活動を行いながら東南アジア各国を訪問する事業です。平成１５年度は、本県から２
人が派遣され、シンガポール、インドネシア、マレーシア、タイ、フィリピンの５か国
を訪問しました。

▼外国青少年受入事業
　県では、各国の青少年に神奈川県の実情を知ってもらうとともに、神奈川県の青少年
との相互の友好と信頼が深まることを願って外国青少年の受入事業を行っています。
　主な受入事業としては、国際協力機構が主催する青年招へい事業でアセアン各国をは
じめアジア、太平洋、アフリカ諸国から招へいされた青年の受入れなどがあります。
　平成１５年度は、タイより１団体１８人が来県しました。

▼高校生の国際交流
　神奈川県の友好州である米国メリーランド州、中国遼寧省、韓国京畿道やオーストラ
リア、カナダなどの高等学校と姉妹校提携をしている県立高等学校が、Ｅメールを利用
して普段から情報交換をしたり、お互いに訪問をするなど海外の高等学校との交流を深
めています。

▼三県省道スポーツ交流
　県では、友好提携先である韓国・京畿道、中国・遼寧省と三地域間で様々なネットワー
ク交流を実施していますが、平成１６年度から、新たに青少年関係の事業として、「青少
年スポーツ交流」を実施しました。
　三地域の青少年によるスポーツの親善試合や交流事業を行うことにより、青少年に国

－１２６－
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－１２７－

際交流の機会を提供し、相互理解を深めるとともに国際性豊かな人材育成を図ることを
目的としています。
　当面この事業は、サッカー交流を行うこととし、本年度は韓国・京畿道に県内の高校
生による選抜チームを派遣し、親善試合と各種交流事業を行い、交流を深めました。
　＜派遣期間＞　平成１６年８月２３日（月）～２７日（金）
　＜派遣人員＞　２４名（団長ほか６名、選手１７名）

▼カナガワビエンナーレ国際児童画展
　県では、昭和５４年から隔年で「カナガワビエンナーレ国際児童画展」を実施していま
す（第１回展は昭和５６年３月開催）。第１２回展では、県内及び世界１１１の国から約３万８
千点の児童画が寄せられ、表彰式、展覧会を開催し、県内市町村巡回展も開催していま
す。子どもたちの作品は、平和への願い、将来への希望、自分の周囲への好奇心であふ
れ、私たちに深い感銘を与えてくれるものばかりです。

表Ⅱ－２－６　カナガワビエンナーレ国際児童画展応募・入賞状況

資料出所：国際課

■国際教育の推進
　「国際協力」・「地域市民社会」の理念の基に、海外の学校との多様な交流を通じ、相互
の結びつきを深め、ますます国際化する社会の変化にも対応できる児童・生徒を育成し、
平和な世界の創造に貢献できるように国際教育を推進しています。

▼外国人による語学指導
　昭和５６年度から実施している「英語教育推進事業」は、「国際化時代に対処するため、
学校教育において生きた使える英語の習得を」という社会の要請に応え、英語指導助手
を県内の公立高等学校等に派遣し、英語教育の一層の充実・向上を図ろうとするもので
す。
　平成元年度からは、英語のほかにフランス語、ドイツ語も含めて「生きた外国語教育
推進事業」とし、平成５年度からは「在留外国人指導助手雇用事業」を併せて「外国人
による語学指導推進事業」と事業名を変更して実施しています。
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第　１２　回
（平成１４～１５年度）

第　１１　回
（平成１１～１３年度）

第　１０　回
（平成９～１０年度）

第　９　回
（平成７～８年度）

第　８　回
（平成５～６年度）

第　７　回
（平成３～４年度）

区 分

１１１か国１１４か国２地域１２９か国５地域１３０か国７地域１１８か国４地域１１２か国３地域参加国数
外

国
３２，８４３点３７，７２６点３９，５９０点４５，４０３点３４，０５７点４１，４６７点応募点数

３７２点３７２点４５６点５７６点６６１点６４０点入賞点数

５，１６５点４，６９５点６，８１２点１１，２７８点１１，３３８点１１，４４５点応募点数県

内 １２７点１２６点１５１点５７６点５９４点５９４点入賞点数

３８，００８点４２，４２１点４６，４０２点５６，６８１点４５，３９５点５２，９１２点応募点数合

計 ４９９点４９８点６０７点１，１５２点１，２５５点１，２３４点入賞点数



　この事業は、生徒の英語及び英語文化に対する興味・関心を高めるとともに、外国語
指導助手との人間的なふれあいによる民際外交の展開の一環にもなり、平成６年度から、
すべての県立高等学校（全日制、１６年度１５３校）に外国語指導助手もしくは在留外国人
指導助手を派遣しておりましたが、平成１６年度からは、すべての県立高校に週あたり２
日以上の配置を行いました。

▼外国人留学生の受け入れ
　県立高等学校における外国人留学生の数は、本県で毎年実施している「外国人留学生
受入状況について」の調査によると、平成１６年度（５月１日現在）は３６人でした。留学
期間については、１０～１２か月が最も多く、国籍別ではオーストラリア、アメリカ合衆国、
からの生徒が多くなっています。

表Ⅱ－２－７　県立高校における外国人留学生の受入状況

１　受入状況
１　受入状況

２　留学生の国籍

３　留学期間

　　　　　　　　　　　　　　　　　（注）各年度５月１日現在

　　　　　　　　　　　　　　　　　資料出所：高校教育課

－１２８－
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平成１６年度平成１５年度平成１４年度平成１３年度平成１２年度年度区分
２５校２７校２７校２３校２８校学校数

３６人４９人４５人３３人３０人人　数

平成１６年度平成１５年度平成１４年度平成１３年度平成１２年度年度区分
６人９人６人９人７人オーストラリア

５　８　１１　７　６　アメリカ

０　１　１　２　１　ニュージーランド

３　６　７　３　４　ドイツ

２２　２５　２０　１２　１２　その他

平成１６年度平成１５年度平成１４年度平成１３年度平成１２年度年度区分
０人０人０人１人１人２年以上

６　７　５　５　６　１年

２８　４２　３６　２２　２０　６～１１か月

２　０　４　５　３　１～５か月



－１２９－

▼かながわ国際スカラシップ制度
　１５年度から本県と友好関係にあるアジア３地域（中国・遼寧省、韓国･京畿道、マレー
シア・ペナン州）の青年を神奈川県立保健福祉大学に受け入れ、それらの地域と神奈川
県との相互理解を深めながら、出身地域の保健・福祉 ･医療分野の向上に寄与する人材
の育成を支援しています。
　新規受入状況　１５年度２名（中国・遼寧省）
　　　　　　　　１６年度２名（韓国・京畿道、マレーシア・ペナン州）
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■家庭・地域・学校の連携
▼地域との協働による学校づくりの支援
　完全学校週５日制や新学習指導要領の実施に伴い、学校・家庭・地域が一体となって、
子どもたちの学校内外での教育を充実させていくことが必要となっています。
　こうした状況を踏まえ、学校と家庭・地域が一体となって子どもたちの教育を行って
いくためのしくみづくりを目指して、平成１１年～１３年度の３年間「地域との協働による
学校づくり推進事業」に取り組みました。平成１４年度からは、各学校や地域で協働の取
り組みが円滑に進むよう、先進情報の提供や学校と地域とのつなぎ手となる人材を養成
するための研修を強化しています。

▼家庭・地域教育活性化促進事業
　子どもたちを取り巻く教育諸問題の総合的・根本的な解決や、完全学校週５日制の対
応に向けて、家庭・地域社会の教育力の充実を図るために、県教育委員会では、平成９
年度より家庭・地域教育活性化促進事業に取り組んでおり、家庭・地域社会・学校によ
る協議組織をつくり、連携を強化しています。
　また、この組織は、文部科学省の「新子どもプラン」を含めた「地域で子どもを育む
事業」の推進役としての役割も担っています。（１１０ページ参照）

○県家庭・地域教育推進会議の開催（２回）
　家庭・地域社会の教育力の向上及び学校と地域の協働を推進するとともに、教育諸課
題にかかる研究・協議を行います。平成１５年度の第２回目の会議は「家庭・地域教育推
進ふぉーらむ」とし、地域で展開しているさまざまな体験活動、ボランティア活動等の
取り組みの事例発表やパネルディスカッションを行いました。

■ふれあい教育の推進
▼公立小・中学校の取り組み
　児童・生徒を見つめ、一人ひとりのよさや可能性を伸ばすことが大切であることから、
児童・生徒同士の交流の中で、自分のよさに気づいたり、互いのよさを認めあえるよう
な豊かなふれあいのある学校づくりを進めています。
　県教育委員会では、ふれあい教育の実践・交流の一層の推進を図るため、小・中学校
全教職員に「学校教育指導の重点」を配付しており、その中で学校教育推進上の重点と
して、「生命や人権を尊重する心、他者への思いやり、倫理観や正義感、美しいものに感
動する心等、豊かな人間性の育成を図るとともに、児童・生徒一人ひとりが互いの個性
を尊重し、思いやりや助け合いの心をもって共に生き、共に育っていくことができるよ
う、『ふれあい教育』を全教育活動の根幹に据えて、その日常化の一層の深化・浸透に努
める。」を掲げ、指導の充実を図っています。
　また、教職員一人ひとりがふれあい教育について十分理解を深めることや、児童・生
徒一人ひとりが人との交流や、自然体験、社会体験など、地域の特性を生かした実践的
活動ができるよう、全教育活動を通じて、その積極的な推進を図っています。
　学校では、全教育活動にふれあい教育を位置づけ、児童・生徒の発達段階に応じ、地
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３　家庭・地域・学校の連携
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域の環境や特性を生かした取り組みを行っています。
　実践例としては、地域の方を講師に招いて行う郷土の学習、田や畑を利用した勤労・
生産活動、老人ホームや養護施設などでのボランティア活動、地域清掃活動などの奉仕
体験活動など、体験的な学習が多く見られます。
　県教育委員会では、ふれあい教育の深化・浸透を目的として「ふれあい教育全県研究
集会」を年１回開催し、実践事例をもとに研究協議を行っています。

▼公立高等学校の取り組み
　県立高等学校では、昭和５９年度から平成３年度までに、延べ７０校（実質３５校）に「ふ
れあい教育実践校」として研究を委託し、その全体普及を推進してきました。
　これまでの各実践校の取り組み内容は、①自然や人とのふれあい、②地域の文化との
交流、③特別活動（学校行事等）をとおしてのふれあいなどに大別できますが、それぞ
れに地域の特性や生徒の実態を踏まえた活動を展開してきました。
　これらの成果は、研究発表大会や研究集録等をとおして普及が図られてきましたが、
平成４年度からは、これまでの事業を発展的に改善し、全ての学校で全教育活動をとお
しての「ふれあい教育実践」をめざして、自立心・連帯の心・思いやりの心の育成を図
るために、研究推進校を設置したり、そのまとめとして研究集録を作成し、県内の高等
学校に配布してきました。
　平成１１年度以降は研究推進校の設置はありませんが、これまでの研究成果を踏まえて、
各県立高校において「ふれあい教育」の趣旨を生かした様々な教育活動に取り組んでい
ます。さらに、平成１２年度からスタートした県立高校改革推進計画に基づき、生徒の個
性が生かされるよう、活力と魅力ある高校づくりが進められていますが、計画の基本的
な考え方の中の「高校教育に求められる基本的な視点」として、今後も「ふれあい教育」
をすすめる中で、豊かな心や人間性の育成をめざすとともに、心身の健康を大切にする
教育を推進していくことが述べられています。

▼特色ある高校づくりの推進
　平成１１年１１月に策定した「県立高校改革推進計画」では、活力と魅力ある県立高校を
めざして、新しいタイプの高校である総合学科や単位制による普通科高校の拡充を含め、
特色ある高校づくりを一層推進し、生徒一人ひとりの個性が生きる教育や、豊かな人間
性、望ましい社会性をはぐくむ教育を展開していくこととしています。
　そのため、各県立高校は、特色ある教育活動の展開、柔軟な学びのシステムの実現、
地域や社会に開かれた高校づくりという視点から魅力と特色ある学校づくりに取り組ん
でいます。
　具体的には、国際教育、情報教育、福祉教育、自然科学教育など興味・関心に応じた
教育内容の提供や、確かな学力向上の期待に応え、個別の能力伸長や学ぶ意欲を高める
ための基礎・基本の学習あるいは応用発展的な学習を提供するなど学力向上の推進にか
かる取り組みを進めております。また、幅広い選択科目による弾力的な教育課程の編成、
地域の方を講師とした郷土学習や異文化交流、体験的学習などの教育活動の展開やボラ
ンティア活動を推進しています。さらに社会人の学習機会を拡充するため、社会人聴講
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生の受入れを促進しています。
　それぞれの取り組みについては、ホームページ等をとおして広く紹介し、学校説明会
や一日体験入学など身近に特色を感じることができる広報活動も行っています。
　また、教育活動等の学校運営について、地域の方々などから意見や助言をいただく学
校評議員制度を平成１４年度から導入するとともに、学校が行う教育活動、その他学校運
営全般に関する活動の改善につなげるため平成１６年度から学校評価システムを全校に導
入しました。

▼完全学校週５日制の実施
　平成１４年度から実施された完全学校週５日制は、子どもたちの家庭や地域社会での生
活時間の比重を高め、主体的に使える時間を増やし、「ゆとり」の中で、学校・家庭・地
域が相互に連携しつつ、子どもたちに社会体験や自然体験などの様々な活動を体験させ、
自ら学び自ら考える力や豊かな人間性、たくましく生きるための健康や体力など、「生き
る力」を育むことを目的とするものです。
　子どもたちの「生きる力」を育むためには、学校では、新しい学習指導要領の下で、
子どもたちがじっくり学ぶことをとおして、基礎・基本の確実な定着を図り、自ら学び
自ら考える力を育て、家庭や地域社会では、学校とともに、子どもたちにさまざまな活
動や体験をさせることが必要です。
　県では、これまでに新しい学習指導要領と完全学校週５日制の定着に向け、教育課程
および学校運営上の工夫・改善や学校・家庭・地域の連携などについて具体的な取り組
みを示した啓発資料を各学校に配布するなど趣旨の徹底に努めてきました。
　さらに、完全学校週５日制実施後においては、各学校における取り組み、子どもたち
の土曜日の過ごし方、子どもたち・保護者・教員などの完全学校週５日制に対する意識
などについて調査を実施しました。
　また、さまざまな体験活動の機会や場の提供、あるいは情報提供などに取り組んでお
りますが、土曜日や日曜日の子どもたちの活動の場は地域が中心となりますので、市町
村や青少年団体等に対しても、完全学校週５日制の円滑な定着に向けて積極的な取り組
みを行っていただくよう働きかけていきます。

■奉仕活動・体験活動の推進
　都市化や少子化、地域社会における人間関係の希薄化など、社会が大きく変化する中
で、子どもたちの豊かな成長に欠かすことのできない、多くの人とのかかわりや自然に
ふれあうなどの「直接体験」の機会が少なくなっています。一方で、コンピュータなど
による情報化社会の中で、いながらにして世界中の情報を収集したり、テレビゲームの
中で主人公であるかのような疑似体験ができるなどの「間接体験」が大きく増えてきて
います。
　そのような状況を踏まえて、子どもたちの豊かな成長に欠かせない「直接体験」の機
会の充実を図るため、奉仕・体験活動の推進が求められています。
　学校教育においては、教科の学習指導で調査・見学や観察・実験に取り組むだけでな
く、特別活動や総合的な学習の時間等でさまざまな体験活動を実施し、地域の方々の協
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力をいただきながら推進しています。

■問題行動に対する地域支援システムづくり推進事業
　いじめ、暴力行為や非行などの問題行動等を起こす個々の児童・生徒に適切に対応す
るため、学校、教育委員会、関係機関等が連携してサポートチームを形成し、地域にお
ける支援システムづくりを推進するため、横浜市、川崎市、平塚市、厚木市、海老名市、
寒川町を調査研究推進地域として指定し、実践的な調査研究を行っています。
　また、「遊び・非行」型の不登校児童・生徒等に対応するため、立ち直りに向けた支援
の場や機能のあり方を調査研究するための自立支援教室を秦野市、愛川町に設置してい
ます。

■児童・生徒指導
▼児童・生徒指導連絡協議会
　昭和５９年度から、横浜市教育委員会、川崎市教育委員会、横須賀市教育委員会及び７
教育事務所管内に「中学校区児童・生徒指導研究推進地域」を設けています。それぞれ
に「児童・生徒指導研究協議会」を設置し、学校、家庭、地域社会の連携、小・中学校
の連携のあり方や指導について実践的な研究を行い、児童・生徒指導の充実に努めてい
ます。

▼「教師だより」の作成
　児童・生徒指導の一層の充実を図るため、昭和６１年度から毎年「教師だより」を発行
し、県内の全公立小・中学校教員に配布しています。
　内容としては、教員一人ひとりが課題意識を高めて児童・生徒指導にあたるための情
報や、本県の今日的な教育課題に関わる情報を提供しています。
　平成１５年度は第３３号を発行し、「子どもたちが心豊かに育つ環境づくりを」「小学校・
中学校の学習指導要領の一部改正について」「子どもいきいき体験フォーラム２１」「児童
虐待の防止に向けて」「平成１６年度いじめ・暴力行為等防止キャンペーン」などを掲載
しました。
 

���������	
��
	��



■家庭教育の振興
▼家庭教育力充実事業
　家庭教育は、全ての教育の出発点として重要です。核家族化などを背景に、家庭の教
育機能の低下が指摘されている中、その教育機能の回復と充実を支援するため、幼児か
ら中学生までの子どもの保護者等に対し、次により情報提供を行いました。

○学習資料による啓発（合計５８，０００部発行）
　家庭教育のあり方についてのパンフレットを作成し、県内の中学校新１年生の保護者
に配布しました。
○テレビ放送による啓発
　毎週日曜日（年末年始等を除く）（１０：４０～１０：５５）にテレビ神奈川（ｔｖｋ）で、家庭教
育についての情報を提供する番組「すこやかファミリー」を放映（年間４３回）しました。
○相談カードの発行（７２０，０００部発行）
　小・中・盲・ろう・養護学校の子どもの保護者に対し、相談機関紹介カードを配布し
ました。
○父親の家庭教育参加の促進
　教育庁と商工労働部などが連携し、父親の家庭教育参加への呼びかけや情報提供を行
いました。

■家庭を支える事業
　近年の都市化の進展に伴う生活環境の変化、児童の遊び場の不足、核家族化の進行な
ど、児童をめぐる社会環境の変化は、児童の健やかな成長にとって大きな問題となって
います。このような問題に対して、子育て家庭への支援を進め、子どもたちが心豊かに
育つよう、国や県では地域社会の理解と協力を得て次の事業を実施しています。

▼地域の子育て家庭の支援（政令・中核市を除く県所管域における取り組み）
○子育て支援センター
　地域における子育て支援の拠点としての「子育て支援センター」は、育児不安等につ
いての相談等のほか、子育てサークル等の育成・支援、保育サービスに関する情報提供、
子育てサロンの運営など、子育て家庭に対するさまざまな支援を目的に平成９年度から
始まった事業で、平成１６年度に新たに１か所オープンし、２１の市町で運営しています。
○地域育児センター
　保育所が持つ子育ての専門機能を地域の育児支援に積極的に活用して、核家族化等に
よる親の育児不安を解消することを目的に昭和６２年度から始まった事業で、市町村が
「地域育児センター」に指定して、地域住民の利用を呼びかけています。
　平成１５年度には、１５市３町において１２０所の保育所を指定し、子育て家庭交流、中高
生と園児の体験交流、世代間の交流などの取り組みを行っております。
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表Ⅱ－３－１　子育て支援センター設置場所

資料出所：児童福祉課

○一時保育促進事業
　保護者のパートタイム就労や傷病、冠婚葬祭、ボランティア活動、育児疲れの解消な
どのため、一時的に保育が必要となった場合、保育所が保護者に代わって保育する事業
で、平成１６年４月１日現在、７２か所の保育所で実施しています。この他に、助成を受けな
いで自主的に実施している保育所もあります。
○ファミリー・サポート・センター
　「ファミリー・サポート・センター」とは、労働者の仕事と育児の両立支援、地域の子
育て支援などを目的に、平成６年度より労働省（現厚生労働省）が始めた事業で、子育
ての支援をして欲しい人と支援をしたい人からなる会員組織です。
　市町村が設置・運営をし、急な残業や保護者の病気の時など、一時的・臨時的に子ど
もの保育が必要な人と、子どもを預かることができる人の橋渡しをします。
　平成１６年３月末現在全国で３０１か所あり、本県では、平成１５年度までに小田原市、藤沢
市、秦野市、横浜市、横須賀市、�子市、茅ヶ崎市、厚木市、川崎市、鎌倉市、相模原
市、伊勢原市、座間市、寒川町、平塚市、大井町が活動を行っています。平成１６年度に
は南足柄市で運営が開始されています。
○私立幼稚園への支援
・私立幼稚園地域開放推進費補助事業
　子育てをめぐる不安や孤立感の高まりなどの問題に対して、幼稚園が家庭や地域と
の連携を深め、積極的に子育てを支援していくことが必要と考えて、平成９年度から
施設又は教育機能を積極的に地域に開放している私立幼稚園に、助成を行っています。

������

設 置 場 所市 町 名設 置 場 所市 町 名

伊 勢 原 市 役 所 分 室 １ 階伊 勢 原 市豊 田 分 庁 舎 内平 塚 市

市 立 中 新 田 保 育 園 内海 老 名 市福 祉 セ ン タ ー １ 階鎌 倉 市

市 立 南 足 柄 保 育 園 内南 足 柄 市市 立 藤 沢 保 育 園 内藤 沢 市

市 立 す え ひ ろ 幼 稚 園 内秦 野 市サ ン ホ ー プ ２ 階座 間 市

こ す も す の 郷 ３ 階寒 川 町社 会 福 祉 セ ン タ ー ２ 階小 田 原 市

大 井 町 ふ れ あ い 館 内大 井 町社会福祉法人　上宮田小羊保育園内三 浦 市

山北町健康福祉センター内山 北 町さかみ農協ビル３階・永島ビル２階茅 ヶ 崎 市

社会福祉法人　酒田保育園内開 成 町�子子育て支援センター内� 子 市

愛 川 町 福 祉 セ ン タ ー 内愛 川 町市 立 綾 南 保 育 園 内綾 瀬 市

町 立 児 童 セ ン タ ー 内城 山 町市 総 合 福 祉 セ ン タ ー ２ 階厚 木 市

市まごころ福祉センター２階大 和 市



平成１５年度は、地域のバランス等を考慮のうえ、１１９園に助成を行いました。
・私立幼稚園預かり保育推進費補助事業
　女性の社会進出の増加などによる保護者の保育ニーズの拡大に対して、平成９年度
から通常の教育時間終了後の預かり保育を実施している私立幼稚園に助成を行い、保
護者および幼稚園の経費負担の軽減を図っています。平成１５年度は、３２５園に助成を
行いました。
○養護学校等の地域の子どもたちへの支援機能の充実
　地域の小・中・高等学校に在籍する特別な教育的ニーズのある子どもたちやその保護
者の方のために、盲・ろう・養護学校の障害児教育の専門性を活用して、教育相談・情
報提供・公開講座等を実施しています。平成１５年度は、全ての県立盲・聾・養護学校で、
電話や来校による教育や進路の相談、情報提供を約１万件行いました。

▼ひとり親家庭への支援の推進
　母子家庭や父子家庭等の生活の安定と自立促進を図るために、母子自立支援員を福祉
事務所に置き、生活全般にわたる相談や援助活動を実施しています。
　また、経済的な負担の軽減と自立を図るため、医療費の助成や母子福祉資金の貸付を
行うとともに、家族の病気の時などにホームヘルパーを派遣するなど、日常生活の支援
をしています。
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▼放課後児童クラブへの支援
　働きに出ているなど、保護者が昼間家庭にいない小学校低学年の児童に対し、授業の
終了後に適切な遊びや生活の場を提供し、その健全育成を図るために放課後児童クラブ
の設置が進められており、平成１６年４月現在１９市１５町に６５１クラブがあります。県では、
設置を促進している市町村に対し運営の補助を行っていますが、平成１５年度は１３市１３町
２２１クラブに補助を行いました。

表Ⅱ－３－２　市町村別放課後児童クラブ設置状況

（平成１６年４月１５日現在）　　　
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クラブ在籍児童数実施形態

箇所数市　町　村

（
左
の
う
ち
）

小
１
〜
小
３

の
数　
　
　

総　

数

市

町

村

単
独
補
助

委　

託

直　

営

５，２０４６，８８２１７１１７１横浜市
２０，２３６２５，１０９８１１４１２２川崎市
７４３９９０２９１５４４横須賀市
２，６４６２，７４８７１９３４６０相模原市
２８，８２９３５，７２９４４３０４４９３９７指定都市・中核市計
６９５８２６２４２４平塚市
４３４４８４１４１４鎌倉市
１，４２６１，８４９３５３５藤沢市
７７２７７２２３２３小田原市
５８７７３８１７１７茅ヶ崎市
７８１０１１３４�子市
７４８９３３三浦市
６２３６２３１６１６秦野市
７９４８２４１２３２４厚木市
７０２７６１３１６１９大和市
５０８５０９９９伊勢原市
３３１４１４１４１４海老名市
４７６４７８１０１０座間市
１２２１４４５５南足柄市
１４９１８３８８綾瀬市
８１８１４４葉山町
１２１１２９５５寒川町
１１７１５５２２大磯町
９６１１８３３二宮町
６６８２２２中井町
４０４０１１大井町
２７３３１１松田町
１６２０１１山北町
７９８１１１開成町
６６１１箱根町

０真鶴町
４４４４２２湯河原町

０愛川町
０清川村

６７６７１１城山町
１０３１２６３３津久井町
１６２１１１相模湖町
２４３４１１藤野町

８，６７４９，８３２３２１２４９８２５４県所管域計
３７，５０３４５，５６１７６４２８１４７６５１　合計　１９市１５町

真鶴町、清川村については未実施
愛川町については全児童を対象とした児童館（公民館）事業を実施
資料出所：児童福祉課



▼児童館・児童遊園等の整備
　子どもたちが健やかで、たくましく育っていくために、身近なところで安心して楽し
く遊べる場所が必要です。県では、市町村でつくる児童館等の整備に対する助成を行っ
ています。平成１５年度の児童館整備に対する助成は、城山町に行いました。市町村別の
児童館・児童遊園等の設置状況は次表のとおりです。

表Ⅱ－３－３　市町村別児童館等、児童遊園等、街区公園設置状況

（注）１　児童館等、児童遊園等については、児童厚生施設として届け出られたもの以外の施

　　　　設を含む。
　　２　街区公園とは、都市公園法上の都市公園の中で、主として街区内に居住する者の利
　　　　用に供することを目的とする公園をいう。
資料出所：児童館等および児童遊園等は児童福祉課（平成１６年４月現在）、街区公園は都市
　　　　　整備公園課（平成１６年３月３１日現在）
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街区公園児童遊園等児童館等区　分街区公園児童遊園等児童館等区　分

か所か所か所か所か所か所

０１７６葉 山 町２，１３３２１６９４横 浜 市

２４１３０寒 川 町７６５１０５９川 崎 市

３７１２大 磯 町３３０３１１４横須賀市

１４４１７二 宮 町１９３２０４平 塚 市

０７３中 井 町２０７３８１２鎌 倉 市

２３０大 井 町２２９０２１藤 沢 市

５１０４松 田 町１２３５８０小田原市

３１１３山 北 町１２９１５０茅ヶ崎市

５１００開 成 町６８５１６� 子 市

９１９０箱 根 町４０２１３３４４相模原市

０２０真 鶴 町５４０１０三 浦 市

１４７０湯河原町１５０３４１９秦 野 市

１５４３１５愛 川 町１１８８１３５厚 木 市

０７０清 川 村１１１１６２２大 和 市

２４１２１城 山 町１１７８１４伊勢原市

０３６０津久井町４７０２海老名市

０１２０相模湖町３４１０８５座 間 市

００１藤 野 町２５３６１南足柄市

５，４７４１，０６７４１７合 計８７７３綾 瀬 市




